
 

 

 

 

 

令和７年３月４日招集 

 

 

 

第１回見附市議会定例会提出議件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

見 附 市      

 

 



 

 

 



市 長 提 出 議 件           

 
 

議 第 １ 号 令和７年度見附市一般会計予算 

 

議 第 ２ 号 令和７年度見附市国民健康保険事業特別会計予算 

 

議 第 ３ 号 令和７年度見附市後期高齢者医療特別会計予算 

 

議 第 ４ 号 令和７年度見附市介護保険事業特別会計予算 

 

議 第 ５ 号 令和７年度見附市宅地造成事業特別会計予算 

 

議 第 ６ 号 令和７年度見附市水道事業会計予算 

 

議 第 ７ 号 令和７年度見附市下水道事業会計予算 

 

議 第 ８ 号 令和７年度見附市病院事業会計予算 

 

議 第 ９ 号 専決処分について（令和６年度見附市一般会計補正予算（第

７号）） 

 

議第１０号 専決処分について（令和６年度見附市一般会計補正予算（第

８号）） 

 

議第１１号 見附市市民活動支援センター条例の制定について 

 

議第１２号 見附市障がいを理由とする差別のないだれもが共に暮らせ

るまちづくり条例の制定について 

 

議第１３号 刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理

に関する条例の制定について 

 

議第１４号 見附市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

 

議第１５号 見附市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を

改正する条例の制定について 

 

議第１６号 見附市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正す



る条例の制定について 

 

議第１７号 見附市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例

の制定について 

 

議第１８号 見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一

部を改正する条例の制定について 

 

議第１９号 見附市斎場条例の一部を改正する条例の制定について 

 

議第２０号 見附市一般旅券発給等事務印紙等購買基金条例の一部を改

正する条例の制定について 

 

議第２１号 見附市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部を改正する条例の制定について 

 

議第２２号 見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の

一部を改正する条例の制定について 

 

議第２３号 見附市コミュニティ銭湯条例の一部を改正する条例の制定

について 

 

議第２４号 見附市大平森林公園設置条例の制定について 

 

議第２５号 令和６年度見附市一般会計補正予算（第９号） 

 

議第２６号 令和６年度見附市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４

号） 

 

議第２７号 令和６年度見附市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

議第２８号 令和６年度見附市宅地造成事業特別会計補正予算（第２号） 

 

議第２９号 令和６年度見附市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

議第３０号 令和６年度見附市病院事業会計補正予算（第３号） 

 

議第３１号 工事請負契約の変更について 

 

議第３２号 工事請負契約の変更について 

 



議第３３号 長岡市との間における定住自立圏形成に関する協定の一部

変更について 

 

議第３４号 公共施設の相互利用に関する協定の一部変更について 

 

議第３５号 見附市道路線の廃止及び認定について 

 

議第３６号 令和６年度見附市一般会計補正予算（第１０号） 

 

 

 



 

 

 



議第９号 

 

 

 

専 決 処 分 に つ い て 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和  

６年度見附市一般会計補正予算（第７号）を別紙のとおり専決処分したので承認を

得たい。 

 

 

 

 

 

 

  令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田  亮 
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専決第１０号 

 

令和６年度 見附市一般会計補正予算（第７号） 

 

 令和６年度見附市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところに

よる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１５，０００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，５８４，０００千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和６年１２月２０日専決 

新潟県見附市長  稲 田  亮 



(単位：千円)

14 3,328,839 115,000 3,443,839

2 国庫補助金 1,442,660 115,000 1,557,660

20,469,000 115,000 20,584,000

(単位：千円)

3 6,828,237 115,000 6,943,237

1 社会福祉費 3,463,338 115,000 3,578,338

20,469,000 115,000 20,584,000

計

民生費

歳　　出　　合　　計

補　正　額

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額

国庫支出金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

14 国庫支出金 3,328,839 115,000 3,443,839

20,469,000 115,000 20,584,000歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

3 民生費 6,828,237 115,000 6,943,237

20,469,000 115,000 20,584,000

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

115,000 0

115,000 0 0 0

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 5 -



２　歳　入

（一般会計）

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　１４　国庫支出金
（項）　　２　国庫補助金

3,328,839 115,000 3,443,839

補　正　額 計

14 国庫支出金

国庫補助金 1,442,660 115,000 1,557,6602

1 総務費国庫補助金 650,222 115,000 765,222

- 6 -



区　　分 金　　額

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節

  3 地方創生臨時 115,000   1 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 115,000
    交付金

- 7 -

　１４款　国庫支出金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　３　民生費
（項）　　１　社会福祉費

3 民生費 6,828,237 115,000115,000 6,943,237

1 社会福祉費 3,463,338 115,000 3,578,338 115,000

8 住民税非課税世帯等緊 88,200 115,000 203,200
急支援給付金事業費 国庫支出金

115,000

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

171報酬1 100  1 職員給与費（応援臨時給付金関連）
　　　職員手当 100

100職員手当等3
114,900  2 非課税世帯等応援臨時給付金給付事業

22共済費4 　　　会計年度任用職員報酬 171
　　　会計年度任用職員共済組合負担金 8

175需用費10 　　　社会保険料等 14
14　　　　社会保険料

1,182役務費11 　　　消耗品費 50
　　　印刷製本費 125

4,650委託料12 　　　通信運搬費 799
799　　　　郵便料

100使用料及び13 　　　手数料 383
賃借料 383　　　　口座振込手数料

　　　委託料 4,650
108,600負担金補助18 4,650　　　　システム改修委託料

及び交付金 　　　賃借料 100
100　　　　コピー機借上料

　　　交付金 108,600
108,600　　　　非課税世帯等応援臨時給付金

　　３款　民生費

- 9 -



（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(316)
298 509,665 1,148,565 984,430 2,642,660 487,213 3,129,873
(315)

298 509,494 1,148,565 984,330 2,642,389 487,191 3,129,580
(1)

0 171 0 100 271 22 293

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分
時間外
勤   務

千円

補 正 後 129,307

補 正 前 129,207

比 較 100

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(9)
298 0 1,148,565 892,034 2,040,599 378,706 2,419,305
(9)

298 0 1,148,565 891,934 2,040,499 378,706 2,419,205
(0)

0 0 0 100 100 0 100

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分
時間外
勤   務

千円

補 正 後 129,307

補 正 前 129,207

比 較 100

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(307)
0 509,665 0 92,396 602,061 108,507 710,568

(306)

0 509,494 0 92,396 601,890 108,485 710,375
(1)
0 171 0 0 171 22 193

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

補正予算給与費明細書

1．一般職

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費 合　　計 備　　考

補正後

補正前

比　較

職員手当
の内訳

ア．会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費 合　　計 備　　考

補正後

補正前

比　較

職員手当
の内訳

イ．会計年度任用職員

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費

比　較

合　　計 備　　考

補正後

補正前

-　10　-



（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額

千円 千円 千円

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　考

その他の
増減分

100職員手当 100
その他の
増減分

100

-　11　-



 

 

 



議第１０号 

 

 

 

専 決 処 分 に つ い て 

 

 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和  

６年度見附市一般会計補正予算（第８号）を別紙のとおり専決処分したので承認を

得たい。 

 

 

 

 

 

 

  令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田  亮 
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専決第１号 

 

令和６年度 見附市一般会計補正予算（第８号） 

 

 令和６年度見附市の一般会計補正予算（第８号）は、次に定めるところに

よる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１５０，０００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，７３４，０００千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年２月５日専決 

新潟県見附市長  稲 田  亮 



(単位：千円)

18 1,498,400 150,000 1,648,400

2 基金繰入金 1,443,700 150,000 1,593,700

20,584,000 150,000 20,734,000

(単位：千円)

8 2,100,388 150,000 2,250,388

2 道路橋りょう費 809,726 150,000 959,726

20,584,000 150,000 20,734,000

土木費

歳　　出　　合　　計

歳　　出

款 項 補正前の額

- 2 -

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額

計

繰入金

歳　　入　　合　　計

補　正　額



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

18 繰入金 1,498,400 150,000 1,648,400

20,584,000 150,000 20,734,000歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

8 土木費 2,100,388 150,000 2,250,388

20,584,000 150,000 20,734,000

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

150,000

0 0 0 150,000

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 5 -



２　歳　入

（一般会計）

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　１８　繰入金
（項）　　２　基金繰入金

1,498,400 150,000 1,648,400

補　正　額 計

18 繰入金

基金繰入金 1,443,700 150,000 1,593,7002

1 財政調整基金繰入金 842,229 150,000 992,229

- 6 -



区　　分 金　　額

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節

  1 財政調整基金 150,000   1 財政調整基金繰入金 150,000
    繰入金

- 7 -

　１８款　繰入金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　８　土木費
（項）　　２　道路橋りょう費

8 土木費 2,100,388 150,000150,000 2,250,388

2 道路橋りょう費 809,726 150,000 959,726 150,000

6 道路除雪費 292,529 150,000150,000 442,529

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

150,000  1 除雪費150,000委託料12

150,000　　　　除雪等委託料
　　　委託料 150,000

　　８款　土木費

- 9 -
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議第１１号 

 

   見附市市民活動支援センター条例の制定について 

 

 見附市市民活動支援センター条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

                    見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市市民活動支援センター条例 

（設置） 

第 1条 地域課題の解決に資する活動を行うなど、様々な活動を行う市民団体の活

動拠点を提供し、市民との協働によるまちづくりを推進するとともに、誰一人取

り残されず安心して暮らせるまちの形成に寄与するため、市民活動支援センター

を設置する。 

 （名称及び位置） 

第２条 市民活動支援センターの名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 見附市市民活動支援センター 

 位置 見附市本町１丁目４番４６号 

 （事業） 

第３条 見附市市民活動支援センター（以下「市民活動支援センター」という。）

は、次に掲げる事業を行う。 

（１） 市民活動の総合的支援としての活動場所等の提供 

（２） 市民交流の促進に資する事業 

（３） その他市長が必要と認める事業 

（休館日及び使用時間） 

第４条 市民活動支援センターの休館日及び使用時間は、規則で定める。 

 （使用の許可） 



-2- 

 

第５条 市民活動支援センターを占有して使用しようとする者及び許可を受けた

事項を変更しようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しない。 

（１） 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあると認めるとき。 

（２） 管理上支障があると認めるとき。 

（３） その他設置目的に反すると認めるとき。 

３ 市長は、管理上必要があると認めるときは、第 1項の許可に条件を付すること

ができる。 

（使用許可の取消し等） 

第６条 市長は、前条の規定による許可を受けた者が次の各号のいずれかに該当す

ると認めたときは、使用の許可を取り消し、又は使用を制限若しくは停止するこ

とができる。 

（１） 偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

（２） 前条第２項各号の規定に該当するに至ったとき。 

（３） この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

（４） 使用の許可に付した条件に違反したとき。 

（５） 災害その他の事故により市民活動支援センターが使用できなくなったと 

   き。 

（使用料） 

第７条 使用の許可を受けた者は、別表に掲げる使用料を納めなければならない。 

２ 使用料は前納とする。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、後納

させることができる。 

（使用料の減免） 

第８条 市長は、公益上特に必要があると認めるときは、使用料を減免することが

できる。 

（使用料の還付） 

第９条 既に納めた使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認

めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

 （入場の制限） 
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第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、入場を拒否し、 

 又は退場を命ずることができる。 

（１） 他人に危害を及ぼし、または迷惑となる物品若しくは動物の類を携行す 

   る者 

（２） 公の秩序又は善良の風俗に反するおそれがあると認められる者 

（３） 前２号のほか、管理上支障があると認められる者 

（損害賠償） 

第１１条 故意又は過失により市民活動支援センターの施設、設備、器具等を破損

又は滅失した者は、その損害を賠償しなければならない。 

（規則への委任） 

第１２条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

別表（第７条関係） 

使用料表 

区分 使用単位 使用料 摘要 

研修室１ １時間 ９０円 １７.５㎡ 

研修室２ １時間 ９０円 １８㎡ 

研修室３ １時間 ２５０円 ５０㎡ 

倉庫室１ １時間 １００円 ２０㎡ 

倉庫室２ １時間 ５０円 ９.６㎡ 

備考 

１ 市内に住所を有しない者（団体及び法人にあってはその事務所等を市内に有し 

 ない者）が使用する場合は、この表に定める使用料（以下「基本使用料」という。） 

 の１００パーセントに相当する額を加算する。 

２ 営利又は営業上の目的で使用する場合は、基本使用料（備考の１の適用を受け 

 るときは、その規定により算出した額）の１００パーセントに相当する額を加算 

 する。 

３ 夏季（７月１日から８月３１日まで）、冬季（１２月１日から翌年の３月３１ 
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 日まで）及び前記期間以外で冷暖房設備を使用する場合は、基本使用料（備考の 

 １及び２の適用を受けるときは、これら規定により算出した額）の３０パーセン 

 トに相当する額を加算する。 

４ 使用単位には準備及び後片付け等の時間も含めて算定する。 

５ 使用単位が１時間に満たないときは、１時間として計算する。 

６ 継続して施設を占有する場合や、設備や物件を据え付けたりする場合は、この 

 表の金額によらず、見附市行政財産の目的外使用条例（昭和５５年見附市条例第 

 ３号）により使用料を算出する。 
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議第１２号 

 

   見附市障がいを理由とする差別のないだれもが共に暮らせるまちづくり条 

   例の制定について 

 

 見附市障がいを理由とする差別のないだれもが共に暮らせるまちづくり条例を 

次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市障がいを理由とする差別のないだれもが共に暮らせるまちづくり条 

  例 

目次 

 前文 

 第 1章 総則（第１条－第６条） 

 第２章 障がいを理由とする差別の解消（第７条・第８条） 

 第３章 障がいを理由とする差別に関する相談及び解消のための対応（第９条－ 

     第１４条）  

第４章 共生社会の実現に向けた取組（第１５条－第１９条）  

第５章 雑則（第２０条）  

附則  

私たち一人ひとりは、かけがえのない存在であり、全ての市民は、平等に権利を

持っています。多様性が認められ、様々な人が地域で共に生き、活躍できる社会は、

全ての市民にとって暮らしやすい豊かな社会です。 

 しかし、障がいのある人は、障がいや障がいのある人への理解の不足又は偏見か

ら生じる社会的障壁による困りごとを抱え、日々の生活の中で障がいを理由とした

不利益な取扱い等の差別を受けていると感じている場合も少なくありません。障が

いのある人が日々の生活の中で受ける差別は、心身の機能の障がいのみならず、社
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会における様々な障壁によって作り出されているのであって、障壁を取り除くこと

は社会全体の責任です。 

見附市では、障がいのあるなしにかかわらず、だれもが互いに人格と個性を尊重

し合う「思いやりにつつまれてだれもが安心して暮らせる地域社会の実現」を目指

し、この条例を制定します。 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、障害者の権利に関する条約（平成２６年条約第１号）、障害者

基本法（昭和４５年法律第８４号）及び障害を理由とする差別の解消の推進に関

する法律（平成２５年法律第６５号）の趣旨を踏まえ、見附市（以下「市」とい

う。）における障がいを理由とする差別の解消の実現に関し、基本理念を定め、市

の責務、事業者及び市民の役割を明らかにするとともに、障がいを理由とする差

別の解消を推進するための基本的な事項を定めることにより、全ての市民が、障

がいの有無によって分け隔てられることなく、互いに人格と個性を尊重し合いな

がら共生する社会（以下「共生社会」という。）の実現に寄与することを目的とし

ます。 

 （定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に

定めるところによります。 

（１） 障がい 身体障がい、知的障がい、精神障がい（発達障がい及び高次脳

機能障がいを含む。）、難病（治療方法が確立していない疾病その他の特殊

の疾病をいう。）に起因する障がいその他の心身の機能の障がいをいいま

す。 

（２） 障がいのある人 障がい及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社

会生活に相当な制限を受ける状態にある者をいいます。 

（３） 社会的障壁 障がいのある人にとって、日常生活又は社会生活を営む上

で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のも

のをいいます。 

（４） 不当な差別的取扱い 正当な理由なく、障がい又は障がいに関連する事
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由を理由として、障がいのある人に対して不利益な取扱いをすることをい

います。 

（５） 合理的配慮 障がいのある人が、社会的障壁の除去を必要としているこ

とを認識できる場合において、建設的な対話を行い、実施に伴う負担が過

重でないときに、障がいのある人の権利利益を侵害することとならないよ

う、必要かつ適切な措置を講ずることをいいます。 

（６） 障がいを理由とする差別 障がいのある人に対し、不当な差別的取扱い

をすること又は社会的障壁を取り除くための合理的配慮の提供をしない

ことをいいます。 

（７） 障がいの社会モデル 障がいのある人が日常生活又は社会生活において

受ける制限は、障がいのみに起因するものではなく、社会的障壁と相対す

ることによって生ずるものとする考え方をいいます。  

（８） 事業者 市内に事務所を有し、又は市内で事業活動を行う個人及び法人

その他の団体をいいます。 

（９） 市民 市内に住所を有する者及び市内に住む者並びに市内に通勤し、通

所し、及び通学する者をいいます。 

（基本理念）  

第３条 障がいを理由とする差別の解消は、次に掲げる事項を基本理念として推進

します。 

（１） 障がいのある人が、障がいのない人と等しく、基本的人権を享有する個

人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活が保障される

権利を有すること。 

（２） 障がいのある人が、社会を構成する一員として社会、経済、文化その他

のあらゆる分野の活動に参加する機会が確保されること。 

（３） 障がいのある人の選択や意思が尊重されるよう、必要な支援に取り組む

こと。 この場合において、性別、年齢その他の要因により特に困難な状況

に置かれている場合には、その状況に応じた適切な配慮がなされること。 

（４） 障がいのある人は、言語（手話を含む。）その他の意思疎通のための手段

及び情報の取得又は利用のための手段についての選択の機会が可能な限
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り確保されるとともに、意思決定について必要な支援が受けられること。 

（５） 障がいを理由とする差別は、障がい及び障がいのある人に関する理解の

不足又は偏見から生じることから、多様な人々により地域社会が構成され

ているという基本認識のもとに、事業者及び市民が、障がいの社会モデル

に関する理解を深めることを基本として推進すること。 

（６） 障がいのある人もない人も、障がいの有無によって分け隔てられること

なく、 相互の違いを理解し、互いにその人格と個性を尊重すること。 

（７） 社会的障壁の除去及び合理的配慮の提供は、障がいの有無にかかわらず、

全ての市民にとって有益であることを認識し、共生社会の実現に向け相互

に協力すること。 

（市の責務）  

第４条 市は、基本理念にのっとり、障がいを理由とする差別の解消の推進及び共

生社会の実現に関する施策を実施するものとします。  

２ 市は、前項の施策を実施するにあたっては、障がいのある人の意思を尊重しつ

つ、事業者、市民その他関係者と連携し、協力を図るものとします。  

（事業者の役割） 

第５条 事業者は、基本理念にのっとり、障がい、障がいのある人及び障がいの社

会モデルに対する理解を深めるよう努めるものとします。  

２ 事業者は、市が実施する障がいを理由とする差別の解消に関する施策に協力す

るとともに、障がいを理由とする差別の解消の推進に取り組むよう努めるものと

します。 

（市民の役割）  

第６条 市民は、基本理念にのっとり、障がい、障がいのある人及び障がいの社会

モデルに対する理解を深めるよう努めるものとします。  

２ 市民は、市が実施する障がいを理由とする差別の解消に関する施策及び事業者

が実施する障がいを理由とする差別の解消の推進に関する取組に協力するよう

努めるものとします。 

第２章 障がいを理由とする差別の解消  

（不当な差別的取扱いの禁止） 
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第７条 何人も、障がいのある人に対し、福祉、医療、教育、雇用、居住、交通、

商業その他の障がいのある人の日常生活又は社会生活において、障がいを理由と

する不当な差別的取扱いをすることにより、障がいのある人の権利利益を侵害し

てはなりません。 

（合理的配慮の提供） 

第８条 市は、その事務又は事業の実施にあたり、障がいのある人が社会的障壁の

除去を必要としていることを認識できる場合に、社会的障壁の除去の実施につい

て、合理的な配慮を行わなければなりません。  

２ 事業者は、その事業の実施にあたり、障がいのある人が社会的障壁の除去を必

要としていることを認識できる場合に、社会的障壁の除去の実施について、合理

的な配慮を行わなければなりません。 

３ 市民は、障がいのある人が社会的障壁の除去を必要としていることを認識でき

る場合に、社会的障壁の除去の実施について、合理的な配慮を行うよう努めなけ

ればなりません。 

第３章 障がいを理由とする差別に関する相談及び解消のための対応 

（相談）  

第９条 障がいのある人、その家族その他の関係者又は事業者（次項において「相

談者」という。）は、市又は市が委託する相談機関（以下「相談機関」という。）

に対し、市内で発生した障がいを理由とする差別に該当すると思われる事案（以

下「差別事案」という。）に関する相談をすることができます。  

２ 市又は相談機関は、差別事案に関する相談があったときは、相談者又は当該相

談内容に関わる者に対し、事実の確認を行うとともに、必要に応じて、情報提供、

関係機関との連絡調整、他機関への取次ぎを行い、解決を図ります。 

（助言又はあっせんの申立て）  

第１０条 障がいのある人、その家族その他の関係者は、前条第２項の規定による

対応の後もなお解決されない場合は、市長に対し、差別事案を解決するために必

要な助言又はあっせんの申立て（以下「申立て」という。）をすることができます。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するときは、申立てをす

ることができません。 
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（１） 申立てをすることが当該障がいのある人の意に反すると認められるとき。 

（２） 障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）によ

る紛争の解決の手続をすることができるとき。 

（３） 行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）その他の法令に基づく不服

申立ての手続をすることができるとき。 

（４） 申立ての原因となる事実のあった日（継続する行為にあっては、その最

後の行為の終了した日）から３年を経過しているものであるとき（その間

に申立てをしなかったことにつきやむを得ない理由があるときを除く。）。 

（調査） 

第１１条 市長は、前条の申立てがあった場合は、その申立てに係る事実について

調査を行い、又は相談機関に必要な調査を行わせることができます。 

２ 前項の調査の対象となる者は、正当な理由があると認める場合を除き、同項の

調査に協力しなければなりません。 

（助言又はあっせん）  

第１２条 市長は、前条第１項の調査の結果、必要があると認める場合は、見附市

障がいを理由とする差別解消のための調整委員会（以下「調整委員会」という。）

に対し、助言又はあっせんを行うことについて、意見を求めるものとします。  

２ 調整委員会は、助言又はあっせんのために必要があると認めるときは、当該差

別事案の関係者に調整委員会への出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資

料の提出を求めることができます。  

３ 市長は、調整委員会の意見を尊重し、差別事案の関係者に対し助言又はあっせ

んを行うものとします。 

（勧告及び公表の措置）  

第１３条 市長は、前条第３項の規定により助言又はあっせんを行った場合に、差

別を行ったと認められる者が正当な理由なくその助言やあっせんに従わず、勧告

することが相当と判断するときは、これらに従うよう勧告することができます。 

２ 市長は、前項の規定による勧告を受けた者が、正当な理由なく当該勧告に従わ

なかった場合は、その旨を公表することができます。  

３ 市長は、前項の規定による公表をしようとするときは、あらかじめ、当該公表
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の相手方に対してその旨を通知し、かつ、その者に対して意見を述べる機会を与

えなければなりません。ただし、これらの者が正当な理由なく意見の聴取に応じ

ない場合は、意見の聴取を行わずに公表することができます。 

 （調整委員会の設置等） 

第１４条 市は、差別にかかる紛争の解決を図ることを目的として、調整委員会を

設置します。 

２ 前項の調整委員会の運営に関し必要な事項は、規則で定めるものとします。 

第４章 共生社会の実現に向けた取組 

（周知啓発の実施） 

第１５条 市は、事業者及び市民が、障がい、障がいのある人及び障がいの社会モ

デルに対する理解を深め、障がいを理由とする差別を解消し、共生社会の実現が

図られるよう、広報活動、啓発活動その他必要な取組を推進するものとします。  

（教育の取組） 

第１６条 市は、共に学び育ちあう教育の重要性を考慮し、幼児、児童、生徒が障

がい及び障がいのある人に対する理解を深められるよう、必要な取組を推進する

ものとします。 

（交流機会の創出） 

第１７条 市は、障がいのある人と障がいのない人の相互理解を促進するため、一

緒に活動し、交流する機会の創出又は拡大が図られるよう、必要な取組を推進す

るものとします。 

（意思疎通）  

第１８条 市は、障がいのある人が情報を円滑に取得し、又は理解しやすくするた

め、点字、平易な表現等の障がいの特性に応じた多様な意思疎通手段の普及を図

るとともに、必要な取組を推進するものとします。  

２ 市は、見附市手話言語条例（平成２９年条例第２０号）により、手話への理解

及び手話の普及の促進を図るものとします。 

（協議会の設置） 

第１９条 市は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法

律第６５号）第１７条第１項の規定に基づき、見附市障害者自立支援協議会（以
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下「協議会」という。）を設置します。 

２ 協議会は、次に掲げる事項について協議を行います。 

（１） 差別を解消するために必要な取組の検討及び提言に関する事項 

（２） 差別を解消するために必要な施策の実施状況の確認及び見直しの提言に

関する事項 

（３） 差別を解消する取組を効果的かつ円滑に行うために必要な事項 

３ 協議会は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平

成１７年法律第１２３号）第８９条の３に基づく協議会を兼ねるものとします。 

第５章 雑則 

（委任）  

第２０条 この条例に定めるもののほかこの条例の施行に関し必要な事項は、別に

定めます。 

   附 則 

 （施行期日） 

この条例は、令和７年４月１日から施行します。 
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議第１３号 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例の

制定について 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例を次の

とおり制定するものとする。 

 

令和７年３月４日提出 

                    見附市長  稲 田  亮 

 

刑法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整理に関する条例 

（見附市行政不服審査法施行条例の一部改正） 

第１条 見附市行政不服審査法施行条例（平成２８年見附市条例第２号）の一部を 

 次のように改正する。 

  第１７条中「懲役」を「拘禁刑」に改める。 

（見附市個人情報の保護に関する法律施行条例の一部改正） 

第２条 見附市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年見附市条例第１８ 

 号）の一部を次のように改正する。 

  附則第３条第３項中「を前条」を「を同条」に、「懲役」を「拘禁刑」に改め、 

 同条第４項中「前項」を「第１項」に、「を前条」を「を同条」に、「懲役」を 

 「拘禁刑」に改める。 

 （見附市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第３条 見附市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３１年見附市条例第５号） 

の一部を次のように改正する。 

  第２３条の２第３号及び第４号、第２３条の３第１項第１号及び第３項第１号

中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

 （見附市職員の退職手当に関する条例の一部改正） 

第４条 見附市職員の退職手当に関する条例（昭和３０年見附市条例第１３号） 
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の一部を次のように改正する。 

  第１３条第１項第１号及び第５項第２号、第１４条の見出し及び同条第１項第

１号、第１５条第１項第１号並びに第１７条第４項中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改

める。 

 （見附市特別職の職員の退職手当支給に関する条例の一部改正） 

第５条 見附市特別職の職員の退職手当支給に関する条例（昭和４１年見附市条例

第３９号）の一部を次のように改正する。 

  第６条第２号中「禁錮
こ

」を「拘禁刑」に改める。 

 （見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部改正） 

第６条 見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年見

附市条例第２８号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第１号中「禁錮」を「拘禁刑」に改める。 

   附 則 

１ この条例は、令和７年６月１日から施行する。 

２ この条例の施行前にした行為の処罰については、なお従前の例による。 

３ この条例の施行後にした行為に対して、見附市個人情報の保護に関する法律施

行条例（令和４年見附市条例第１８号）附則第３条第３項及び第４項の規定によ

り罰則を適用する場合並びに同条例附則第４条の規定により廃止前の見附市個

人情報保護条例(平成１１年見附市条例第２１号)の規定の例によることとされ

る罰則を適用する場合において、当該罰則に定める刑に刑法等の一部を改正する

法律（令和４年法律第６７号）第２条の規定による改正前の刑法（明治４０年法

律第４５号）第１２条に規定する懲役が含まれるときは、その刑と刑期を同じく

する有期拘禁刑とする。 

 



議第１４号 

 

   見附市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

 

 見附市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

 見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例の一部を改正する

条例 

見附市議会議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例（昭和３２年見附市条例

第３号）の一部を次のように改正する。 

第２条中「３６４，０００円」を「３６８，０００円」に、「３０５，０００円」

を「３０８，３００円」に、「２９４，０００円」を「２９７，２００円」に改め

る。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 

 



議第１５号 

 

   見附市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

 見附市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例を次のと

おり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

 見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

 見附市特別職の職員の給与及び旅費に関する条例（昭和３４年見附市条例第４３

号）の一部を次のように改正する。 

第３条第１号中「８０３，７００円」を「８１２，５００円」に改め、同条第２

号中「６１３，５００円」を「６２０，２００円」に改める。 

   附 則 

 この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議第１６号 

 

   見附市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例の制定につ

いて 

 

見附市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例を次のとおり制

定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

 見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市一般職の職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例 

 （見附市一般職の職員の給与に関する条例の一部改正） 

第１条 見附市一般職の職員の給与に関する条例（昭和３１年見附市条例第５号）

の一部を次のように改正する。 

第１６条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号まで

を１号ずつ繰り上げ、同条第３項中「前項第１号及び第３号から第６号までのい

ずれかに該当する扶養親族」を「前項第１号に該当する扶養親族（次項において

「扶養親族たる子」という。）については１人につき１３，０００円、前項第２

号から第５号までのいずれかに該当する扶養親族」に改め、「、同項第２号に該

当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人につき１０，０００円」

を削り、同条第４項中「（以下「特定期間」という。）」を削り、「特定期間」

を「当該期間」に改め、同条に次の１項を加える。 

５ 前各項に規定するもののほか、扶養親族の数の変更に伴う支給額の改定その

他扶養手当の支給に関し必要な事項は、規則で定める。 

第１７条を次のように改める。 

第１７条 削除 

 第１７条の３第１項第２号中「配偶者」の次に「（届出をしないが事実上婚姻

関係と同様の事情にある者を含む。以下同じ。）」を加える。 
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第１７条の４第３項を次のように改める。 

３ 新たに給料表の適用を受ける職員となったことに伴い、住居を移転し、父母

の疾病その他の規則で定めるやむを得ない事情により、同居していた配偶者と

別居することとなった職員で、当該適用の直前の住居から当該適用の直後に在

勤する公署に通勤することが通勤距離等を考慮して規則で定める基準に照ら

して困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職

員その他第１項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要

があると認められるものとして規則で定める職員には、前２項の規定に準じて、

単身赴任手当を支給する。 

第２５条の２第２項第１号中「以下この号及び次項」を「次項及び第５項」に

改め、「。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以下こ

の号及び第３号において「１箇月当たりの運賃等相当額」という。）が５万５，０００円

を超えるときは、支給単位期間につき、５万５，０００円に支給単位期間の月数

を乗じて得た額（当該職員が２以上の交通機関等を利用する者として当該運賃等

の額を算出する場合において、１箇月当たりの運賃等相当額の合計額が５万５，０００円

を超えるときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単

位期間につき、５万５，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）」

を削り、同項第３号中「（１箇月当りの運賃等相当額及び前号に定める額の合計

額が５万５，０００円を超えるときは、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間

のうち最も長い支給単位期間につき、５万５，０００円に当該支給単位期間の月

数を乗じて得た額）」を削り、同条第３項中「（第１号」を「（第１号、次項及

び第５項」に改め、「でその利用が規則で定める基準に照らして通勤事情の改善

に相当程度資するものであると認められるもの」を削り、「。第１号」を「。第

１号及び次項」に改め、同項第１号中「新幹線鉄道等に係る通勤手当」を「新幹

線鉄道等の利用に係る特別料金等に係る通勤手当」に、「特別料金等の額の２分

の１に相当する額」を「特別料金等の額に相当する額（第５項において「特別料

金等相当額」という。）」に改め、「。ただし、当該額を支給単位期間の月数で

除して得た額（以下この号において「１箇月当りの特別料金等２分の１相当額」

という。）が２万円を超えるときは、支給単位期間につき、２万円に支給単位期
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間の月数を乗じて得た額（当該職員が２以上の新幹線鉄道等を利用するものとし

て当該特別料金等の額を算出する場合において、１箇月当りの特別料金等２分の

１相当額の合計額が２万円を超えるときは、当該職員の新幹線鉄道等に係る通勤

手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、２万円に当該支給

単位期間の月数を乗じて得た額）」を削り、同条第４項中「同項」を「新たに給

料表の適用を受ける職員となった者のうち、第１項第１号又は第３号に掲げる職

員で、当該適用の直前の住居（当該住居に相当するものとして規則で定める住居

を含む。）からの通勤のため、新幹線鉄道等を利用し、その利用に係る特別料金

等を負担することを常例とするもの（任用の事情等を考慮して規則で定める職員

に限る。）その他前項」に改め、同条中第８項を第９項とし、第５項から第７項

までを１項ずつ繰り下げ、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 運賃等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（交通機関等が２以

上ある場合においては、その合計額）、第２項第２号に定める額及び特別料金

等相当額をその支給単位期間の月数で除して得た額（新幹線鉄道等が２以上あ

る場合においては、その合計額）の合計額が１５万円を超える職員の通勤手当

の額は、前３項の規定にかかわらず、当該職員の通勤手当に係る支給単位期間

のうち最も長い支給単位期間につき、１５万円に当該支給単位期間の月数を乗

じて得た額とする。 

第２５条の５第１項中「勤務した」を「勤務をした」に改め、同条第２項中「週

休日等以外の日の午前０時から」を「午後１０時から翌日の」に改め、「午前５

時までの間」の次に「（週休日等に含まれる時間を除く。）」を加え、「勤務し

た」を「勤務をした」に改め、同条第３項各号列記以外の部分中「定める額」の

次に「（前２項に規定する勤務に従事する時間を考慮して規則で定める勤務をし

た職員にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を加え、同項

第１号中「（当該勤務に従事する時間等を考慮して規則で定める勤務をした職員

にあっては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額）」を削る。 

第２５条の９中「、第１６条、第１７条、第１７条の３及び第２５条」を「及

び第１６条」に改める。 

別表第１を次のように改める。 
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別表第１（第６条関係） 

一般職給料表 

職員の

区分 

 職務

の級 

1級 2級 3級 4級 5級 6級 

号給 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 給料月額 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

 円 円 円 円 円 円 

1 183,500 230,000 265,300 298,800 321,300 355,200 

2 184,600 231,500 266,300 300,300 323,100 356,900 

3 185,800 233,000 267,300 301,800 324,900 358,500 

4 186,900 234,500 268,300 303,200 326,600 360,100 

5 188,000 236,000 269,300 304,600 328,300 361,700 

6 189,700 237,500 270,300 305,700 330,000 363,500 

7 191,300 239,000 271,300 306,700 331,700 365,000 

8 192,900 240,500 272,300 307,900 333,400 366,600 

9 194,500 242,000 273,300 309,100 335,000 368,000 

10 196,200 243,400 274,300 310,700 336,700 369,600 

11 197,800 244,800 275,300 312,300 338,400 371,200 

12 199,400 246,200 276,400 313,900 340,000 372,700 

13 201,000 247,400 277,400 315,400 341,500 374,600 

14 202,700 248,600 278,700 317,000 343,100 376,500 

15 204,400 249,800 280,000 318,600 344,700 378,400 

16 206,100 251,000 281,200 320,200 346,200 380,200 

17 207,400 252,100 282,500 321,700 347,600 381,700 

18 209,000 253,200 283,800 323,400 349,300 383,500 

19 210,600 254,300 285,000 325,000 350,900 385,200 

20 212,100 255,400 286,200 326,600 352,500 386,800 

21 213,600 256,400 287,300 328,000 353,700 388,500 

22 215,200 257,400 288,500 329,700 355,200 389,900 

23 216,800 258,400 289,800 331,400 356,700 391,300 

24 218,400 259,400 291,100 333,000 358,200 392,700 

25 220,000 260,400 292,400 334,200 359,900 394,100 

26 221,700 261,300 293,400 336,100 361,700 395,300 

27 223,000 262,200 294,400 337,800 363,400 396,500 

28 224,300 263,100 295,500 339,400 365,100 397,500 

29 225,600 263,900 296,600 340,900 366,500 398,600 

30 226,700 264,700 297,800 342,500 367,800 399,800 
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31 227,800 265,500 298,900 344,100 369,000 400,900 

32 228,900 266,300 300,100 345,700 370,400 402,000 

33 230,000 267,000 301,300 347,400 371,500 402,700 

34 231,100 267,800 302,600 349,200 372,400 403,400 

35 232,200 268,600 303,900 351,000 373,400 404,100 

36 233,300 269,300 305,200 352,800 374,500 404,800 

37 234,400 270,000 306,500 354,300 375,300 405,400 

38 235,400 270,800 307,800 355,700 376,200 406,000 

39 236,400 271,600 309,100 357,100 377,100 406,500 

40 237,300 272,300 310,400 358,500 377,900 406,900 

41 238,200 273,000 311,700 360,000 378,700 407,300 

42 239,100 273,800 313,000 360,800 379,500 407,500 

43 239,900 274,600 314,300 361,800 380,300 407,800 

44 240,700 275,300 315,400 362,800 381,000 408,100 

45 241,400 276,000 316,300 363,700 381,700 408,400 

46 242,000 276,700 317,600 364,800 382,400 408,700 

47 242,600 277,400 318,900 365,700 383,100 409,000 

48 243,200 278,100 320,200 366,700 383,800 409,300 

49 243,800 278,800 321,400 367,600 384,300 409,500 

50 244,400 279,500 322,700 368,300 384,900 409,800 

51 245,000 280,200 323,900 369,000 385,500 410,100 

52 245,500 280,900 325,100 369,600 386,200 410,400 

53 246,000 281,500 326,400 370,000 386,600 410,600 

54 246,400 282,200 327,500 370,600 387,200 410,900 

55 246,700 282,800 328,600 371,300 387,800 411,200 

56 247,000 283,500 329,700 372,000 388,300 411,500 

57 247,300 284,100 330,400 372,300 388,700 411,700 

58 247,600 284,800 331,300 373,000 389,300 412,000 

59 247,900 285,400 332,000 373,700 389,900 412,300 

60 248,200 286,100 332,800 374,300 390,400 412,500 

61 248,500 286,700 333,600 374,600 390,800 412,700 

62 248,800 287,400 334,000 375,100 391,300 413,000 

63 249,100 288,000 334,600 375,700 391,800 413,300 

64 249,400 288,500 335,300 376,300 392,400 413,500 

65 249,700 289,000 336,100 376,600 392,700 413,700 

66 250,000 289,600 336,800 377,200 393,100 414,000 
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67 250,300 290,100 337,500 377,900 393,500 414,300 

68 250,600 290,700 338,100 378,500 393,900 414,500 

69 250,900 291,200 338,600 378,900 394,200 414,700 

70 251,200 291,700 339,200 379,400 394,500 415,000 

71 251,500 292,300 339,700 380,000 394,800 415,300 

72 251,800 292,900 340,300 380,500 395,000 415,500 

73 252,100 293,400 340,600 381,000 395,200 415,700 

74 252,400 293,900 341,100 381,600 395,500         

75 252,700 294,300 341,500 382,100 395,800         

76 253,000 294,600 341,900 382,400 396,000         

77 253,300 294,800 342,300 382,800 396,200         

78 253,600 295,100 342,800 383,300 396,500         

79 253,900 295,300 343,300 383,700 396,800         

80 254,200 295,600 343,800 384,100 397,000         

81 254,500 295,800 344,100 384,500 397,200         

82 254,800 296,000 344,500 385,000 397,500         

83 255,100 296,300 344,900 385,400 397,800         

84 255,400 296,500 345,300 385,800 398,000         

85 255,700 296,800 345,600 386,100 398,200         

86 256,000 297,100 346,000                  

87 256,300 297,400 346,400                  

88 256,600 297,700 346,800                  

89 256,900 298,000 347,000                  

90 257,200 298,300 347,400                  

91 257,500 298,600 347,800                  

92 257,800 299,000 348,200                  

93 258,100 299,200 348,400                  

94  299,400 348,800    

95  299,700 349,200    

96  300,100 349,500    

97  300,300 349,800    

98  300,600 350,200    

99  301,000 350,600    

100  301,400 351,000    

101  301,600 351,500    

102  301,900 351,900    
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103  302,200 352,300    

104  302,500 352,700    

105  302,700 353,200    

106  303,000 353,600    

107  303,300 353,900    

108  303,600 354,200    

109  303,800 354,700    

110  304,200            

111  304,600            

112  304,900            

113  305,100            

114  305,300     

115  305,600     

116  306,000     

117  306,200     

118  306,400     

119  306,700     

120  307,000     

121  307,400     

122  307,600     

123  307,900     

124  308,200     

125  308,500     

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

 192,000 219,500 260,000 279,700 294,900 320,600 

備考 この表は、他の給料表の適用を受けない全ての職員に適用する。ただし、

第３６条及び第３７条に規定する職員を除く。 

 （見附市一般職の任期付職員の採用等に関する条例の一部改正） 

第２条 見附市一般職の任期付職員の採用等に関する条例（平成２７年見附市条例

第３０号）の一部を次のように改正する。 

第７条中「、第１７条」を削る。 

 （見附市上下水道局職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 
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第３条 見附市上下水道局職員の給与の種類及び基準に関する条例（昭和４２年見

附市条例第１４号）の一部を次のように改正する。 

第５条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号までを

１号ずつ繰り上げる。 

第１２条の２第３項中「週休日又は休日等以外の日の午前０時から」を「午後

１０時から翌日の」に改め、「午前５時までの間」の次に「（週休日又は休日等

に含まれる時間を除く。）」を加える。 

第２２条中「、第６条の２、第８条」を削る。 

 （見附市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部改正） 

第４条 見附市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（平成２２年見附

市条例第１号）の一部を次のように改正する。 

第６条第２項中第１号を削り、第２号を第１号とし、第３号から第６号までを

１号ずつ繰り上げる。 

第７条中「３６万９，５００円」を「３７万４００円」に改める。 

第１０条第２号中「配偶者」の次に「（届出をしないが事実上婚姻関係と同様

の事情にある者を含む。以下同じ。）」を加える。 

第１８条第３項中「週休日又は休日等以外の日の午前０時から」を「午後１０

時から翌日の」に改め、「午前５時までの間」の次に「（週休日又は休日等に含

まれる時間を除く。）」を加える。 

第２９条第１項中「、第１０条、第１３条」を削る。 

（見附市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第５条 見附市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例（令和元年見附

市条例第２２号）の一部を次のように改正する。 

  附則第２項中「１００分の１２２．５」を「１００分の１２５」に、「１００

分の６７．５」を「１００分の６８．７５」に改める。 

附則第４項中「１００分の１０２．５」を「１００分の１０５」に、「１００

分の５０」を「１００分の５１．２５」に改める。 

   附 則 

 （施行期日等） 
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１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、第４条の規定（第７条

に係る部分に限る。）は、公布の日から施行し、改正後の第４条の規定（第７条

に係る部分に限る。）は令和６年４月１日から適用する。 

 （号給の切替え） 

２ 令和７年４月１日（以下「切替日」という。）の前日において見附市一般職の

職員の給与に関する条例（以下「給与条例」という。）別表第１の給料表の適用

を受けていた職員であって同日においてその者が属していた職務の級が附則別

表に掲げられている職務の級であった者の切替日における号給（次項及び同表に

おいて「新号給」という。）は、切替日の前日においてその者が属していた職務

の級及び同日においてその者が受けていた号給（同表において「旧号給」という。）

に応じて同表に定める号給とする。 

（切替日前の異動者の号給の調整） 

３ 切替日前に職務の級を異にする異動をした職員及び市長の定めるこれに準ず

るものをした職員の新号給については、その者が切替日において当該異動又は当

該準ずるものをしたものとした場合との権衡上必要と認められる限度において、

市長の定めるところにより、必要な調整を行うことができる。 

（令和８年３月３１日までの間における扶養手当に関する経過措置） 

４ 切替日から令和８年３月３１日までの間における第１条の規定による改正後

の給与条例（以下「改正後給与条例」という。）第１６条、第３条の規定による

改正後の見附市上下水道局職員の給与の種類及び基準に関する条例（以下この項

において「改正後上下水道局給与条例」という。）第５条及び第４条の規定によ

る改正後の見附市病院事業職員の給与の種類及び基準に関する条例（以下この項

において「改正後病院給与条例」という。）第６条の規定の適用については、改

正後給与条例第１６条第２項、改正後上下水道局給与条例第５条第２項及び改

正後病院給与条例第６条第２項中「（５） 重度心身障害者」とあるのは 

 「（５） 重度心身障害者 

   （６） 配偶者（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。）」

と、改正後給与条例第１６条第３項中「１３，０００円」とあるのは「１１，５００円」

と、「とする」とあるのは「、前項第６号に該当する扶養親族については３，０００円
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とする」とする。 

（通勤手当及び単身赴任手当に関する経過措置） 

５ 改正後給与条例第１７条の４第３項及び第２５条の２第４項の規定は、切替日

前に新たに給料表の適用を受ける職員となった者にも適用する。 

（規則への委任） 

６ 附則第２項から前項までに定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事

項は、規則で定める。 

附則別表 号給の切替表（附則第２項関係） 

 一般職給料表の適用を受ける職員の新号給 

旧号給 
新号給 

3級 4級 5級 6級 

1 1 1 1 1 

2 1 1 1 1 

3 1 1 1 1 

4 1 1 1 1 

5 1 1 1 1 

6 2 1 1 1 

7 3 1 1 1 

8 4 1 1 1 

9 5 1 1 1 

10 6 2 2 1 

11 7 3 3 1 

12 8 4 4 1 

13 9 5 5 1 

14 10 6 6 2 

15 11 7 7 3 

16 12 8 8 4 

17 13 9 9 5 

18 14 10 10 6 

19 15 11 11 7 

20 16 12 12 8 

21 17 13 13 9 

22 18 14 14 10 

23 19 15 15 11 



-11- 

 

24 20 16 16 12 

25 21 17 17 13 

26 22 18 18 14 

27 23 19 19 15 

28 24 20 20 16 

29 25 21 21 17 

30 26 22 22 18 

31 27 23 23 19 

32 28 24 24 20 

33 29 25 25 21 

34 30 26 26 22 

35 31 27 27 23 

36 32 28 28 24 

37 33 29 29 25 

38 34 30 30 26 

39 35 31 31 27 

40 36 32 32 28 

41 37 33 33 29 

42 38 34 34 30 

43 39 35 35 31 

44 40 36 36 32 

45 41 37 37 33 

46 42 38 38 34 

47 43 39 39 35 

48 44 40 40 36 

49 45 41 41 37 

50 46 42 42 38 

51 47 43 43 39 

52 48 44 44 40 

53 49 45 45 41 

54 50 46 46 42 

55 51 47 47 43 

56 52 48 48 44 

57 53 49 49 45 

58 54 50 50 46 

59 55 51 51 47 
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60 56 52 52 48 

61 57 53 53 49 

62 58 54 54 50 

63 59 55 55 51 

64 60 56 56 52 

65 61 57 57 53 

66 62 58 58 54 

67 63 59 59 55 

68 64 60 60 56 

69 65 61 61 57 

70 66 62 62 58 

71 67 63 63 59 

72 68 64 64 60 

73 69 65 65 61 

74 70 66 66 62 

75 71 67 67 63 

76 72 68 68 64 

77 73 69 69 65 

78 74 70 70 66 

79 75 71 71 67 

80 76 72 72 68 

81 77 73 73 69 

82 78 74 74 70 

83 79 75 75 71 

84 80 76 76 72 

85 81 77 77 73 

86 82 78 78  

87 83 79 79  

88 84 80 80  

89 85 81 81  

90 86 82 82  

91 87 83 83  

92 88 84 84  

93 89 85 85  

94 90    

95 91    
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96 92    

97 93    

98 94    

99 95    

100 96    

101 97    

102 98    

103 99    

104 100    

105 101    

106 102    

107 103    

108 104    

109 105    

110 106    

111 107    

112 108    

113 109    
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議第１７号 

 

   見附市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 見附市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例を次のとおり制定す

るものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

 見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 見附市職員の退職手当に関する条例（昭和３０年見附市条例第１３号）の一部を

次のように改正する。 

第１０条第１１項第４号中「職業」を「安定した職業」に、「もの」を「者」に

改め、同条第１４項中「次の各号に掲げる退職手当ごとに、当該各号に定める」を

「雇用保険法第５６条の３第１項第１号に該当する者に係る就業促進手当につい

て同条第４項の規定により基本手当を支給したものとみなされる日数に相当する」

に改め、同項各号を削る。 

附則第９項中「附則別表第１」を「附則別表」に改める。 

附則第１０項中「第３５条」を「第３５条の２」に改める。 

附則第１２項中「令和７年３月３１日」を「令和９年３月３１日」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日から

施行する。 

 （１） 附則第９項及び第１０項の改正規定 公布の日 

（２） 第１０条第１１項第４号及び同条第１４項並びに附則第１２項の改正規

定並びに次項及び附則第３項の規定 令和７年４月１日 

 （経過措置） 
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２ この条例による改正後の見附市職員の退職手当に関する条例第１０条第１１

項（第４号に係る部分に限り、同条第１５項において準用する場合を含む。）の

規定は、退職職員（退職した職員の見附市退職手当に関する条例第２条第１項に

規定する職員（同条第２項の規定により職員とみなされる者を含む。）をいう。

以下この項において同じ。）であって前項第２号に定める日（以下この項におい

て「施行日」という。）以後に安定した職業に就いた者について適用し、退職職

員であって施行日前に職業に就いた者に対する就業促進手当に相当する退職手

当の支給については、なお従前の例による。 

 （見附市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

３ 見附市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年見附

市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１４条中「第９条第３項」を「第９条第２項」に改める。 
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議第１８号 

 

   見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条

例の制定について 

 

 見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条例を

次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

 見附市長  稲 田  亮 

 

見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例等の一部を改正する条

例 

 （見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改正） 

第１条 見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年見附市条

例第１号）の一部を次のように改正する。 

第９条の３第１項中「職員が、規則の定めるところにより、その子」を「子」

に、「この条及び」を「この項及び次項並びに」に改め、「第３項までにおいて

同じ。）」の次に「のある職員が、規則の定めるところにより、当該子」を加え、

同項第１号中「子のある職員」を「子」に改め、同項第２号中「子のある職員で

あつて、規則で定めるもの」を「子」に改め、同条第２項中「要介護者（配偶者

（届出をしないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項にお

いて同じ。）、父母、子、配偶者の父母その他規則で定める者で負傷、疾病又は

老齢により規則で定める期間にわたり日常生活を営むのに支障があるものをい

う。以下同じ。）」を「第１６条第１項に規定する日常生活を営むのに支障があ

る者」に、「掲げる」を「掲げる子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７

条の２第１項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別

養子縁組の成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件

が裁判所に係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、
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児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同

法第６条の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童

その他これらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下この項及び次項並び

に次条第１項から第３項までにおいて同じ。）」に、「要介護者のある」を「第

１６条第１項に規定する日常生活を営むのに支障がある者（以下「要介護者」と

いう。）」に、「その子（民法（明治２９年法律第８９号）第８１７条の２第１

項の規定により職員が当該職員との間における同項に規定する特別養子縁組の

成立について家庭裁判所に請求した者（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に

係属している場合に限る。）であって、当該職員が現に監護するもの、児童福祉

法（昭和２２年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の規定により同法第６条

の４第２号に規定する養子縁組里親である職員に委託されている児童その他こ

れらに準ずる者として規則で定める者を含む。以下この条及び次条第１項から第

３項までにおいて同じ。）」を「当該子」に改める。 

第９条の４第２項中「３歳に満たない子」を「小学校就学の始期に達するまで

の子」に改め、同条第４項中「第２項中「３歳に満たない子のある職員が規則で

定めるところにより、当該子を養育」とあり、」を「並びに第２項」に改める。 

第１６条第１項中「職員が要介護者」の次に「（配偶者（届出をしないが事実

上婚姻関係と同様の事情にある者を含む。以下この項において同じ。）、父母、

子、配偶者の父母その他規則で定める者（第１９条の２第１項において「配偶者

等」という。）で負傷、疾病又は老齢により規則で定める期間にわたり日常生活

を営むのに支障があるものをいう。以下同じ。）」を加える。 

第１９条の次に次の２条を加える。 

（配偶者等が介護を必要とする状況に至った職員に対する意向確認等） 

第１９条の２ 任命権者は、職員が配偶者等が当該職員の介護を必要とする状況

に至ったことを申し出たときは、当該職員に対して、仕事と介護との両立に資

する制度又は措置（以下この条及び次条において「介護両立支援制度等」とい

う。）その他の事項を知らせるとともに、介護両立支援制度等の申告、請求又

は申出（同条において「請求等」という。）に係る当該職員の意向を確認する

ための面談その他の措置を講じなければならない。 
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２ 任命権者は、職員に対して、当該職員が４０歳に達した日の属する年度（４

月１日から翌年の３月３１日までをいう。）において、前項に規定する事項を

知らせなければならない。 

（勤務環境の整備に関する措置） 

第１９条の３ 任命権者は、介護両立支援制度等の請求等が円滑に行われるよう

にするため、次に掲げる措置を講じなければならない。 

（１） 職員に対する介護両立支援制度等に係る研修の実施 

（２） 介護両立支援制度等に関する相談体制の整備 

（３） その他介護両立支援制度等に係る勤務環境の整備に関する措置 

 （見附市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例の一部改正） 

第２条 見附市職員の定年の引上げに伴う関係条例の整備に関する条例（令和４年

見附市条例第２０号）の一部を次のように改正する。 

  附則第１２条中「第９条第３項」を「第９条第２項」に改める。 

 （見附市職員の育児休業等に関する条例の一部改正） 

第３条 見附市職員の育児休業等に関する条例（平成４年見附市条例第１号）の一

部を次のように改正する。 

  第２３条第３項中「第６１条第３２項において読み替えて準用する同条第２９

項」を「第６１条の２第２０項」に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和７年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は公布の日

から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下、「施行日」という。）以後の日を時間外勤務制限

開始日とする改正後の見附市一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する条例第９

条の４第２項の規定による請求（３歳から小学校就学の始期に達するまでの子を

養育するために行うものに限る。）を行おうとする職員は、施行日前においても、

規則の定めるところにより、当該請求を行うことができる。 

  



 

 

 



                                    

 

議第１９号 

 

見附市斎場条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 見附市斎場条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

                    見附市長  稲 田  亮   

 

見附市斎場条例の一部を改正する条例 

 見附市斎場条例（昭和３９年見附市条例第１８号）の一部を次のように改正する。 

別表１２歳以上の項中「４，０００円」を「１０，０００円」に、「１０，０００円」

を「４０，０００円」に改め、同表１２歳未満の項中「２，０００円」を「０円」

に、「５，０００円」を「２０，０００円」に改め、同表死産児の項中「１，４００円」

を「０円」に、「３，０００円」を「１２，０００円」に改め、同表産汚物その他

の項中「８００円」を「０円」に、「１，５００円」を「６，０００円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 

 



議第２０号 

 

見附市一般旅券発給等事務印紙等購買基金条例の一部を改正する条例の制

定について 

 

見附市一般旅券発給等事務印紙等購買基金条例の一部を改正する条例を次の

とおり制定するものとする。 

 

令和７年３月４日提出 

      見附市長  稲 田  亮 

 

見附市一般旅券発給等事務印紙等購買基金条例の一部を改正する条例 

見附市一般旅券発給等事務印紙等購買基金条例（平成１８年見附市条例第４４

号）の一部を次のように改正する。 

題名を次のように改める。 

  見附市一般旅券発給等事務印紙購買基金条例 

第１条中「及び新潟県収入証紙（以下「証紙」という。）」を削り、「印紙等」

を「印紙」に改める。 

第３条の見出し中「、証紙」を削り、同条中「及び証紙」を削る。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 



 

 

 



議第２１号 

 

   見附市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

   を改正する条例の制定について 

 

 見附市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出 

                    見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部 

   を改正する条例 

 見附市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６年

見附市条例第２３号）の一部を次のように改正する。 

第１６条第１項第２号中「栄養士」の次に「又は管理栄養士」を加える。 

 第２９条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 

 第３１条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 

 第４４条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 

 第４７条第２項第３号中「２０人」を「１５人」に改め、同項第４号中「３０人」

を「２５人」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 
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議第２２号 

 

見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する

条例の制定について 

 

 見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する条例

を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日 

                    見附市長  稲 田  亮 

    

   見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例の一部を改正する 

   条例 

見附市消防団員の定員、任免、給与、服務等に関する条例（昭和４１年見附市条

例第２８号）の一部を次のように改正する。 

第１２条第４項ただし書中「任期満了、辞職、失職、又は死亡したときは、年額

の月割計算によるその月分を在職の日の日数に応ずる日割計算により得た額を支

給する」を「その日が日曜日、土曜日又は国民の祝日に関する法律（昭和２３年法

律第１７８号）第３条に規定する休日に当たるときは、その日前においてその日に

最も近い日曜日、土曜日又は休日でない日に支給する」に改め、同項中段を削る。 

第１２条中第５項を第６項とし、第４項の次に次の１項を加える。 

５ 支給額に１００円未満の金額が生じたときは、３月２１日の支給額で調整して

支給する。ただし、任期満了、辞職、失職、又は死亡したときは、年額の月割計

算によるその月分を在職の日の日数に応ずる日割り計算により得た額を支給す

る。 

第１３条中「見附市非常勤職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２年見

附市条例第４号）の規定を適用し」を「次により」に、「費用を弁償」を「費用弁

償を支給」に改め、同条に次のただし書を加える。 

ただし、市内における費用弁償は支給しないものとする。 
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 第１３条に次の表を加える。 

 

区分 

鉄道賃 船賃 航空賃 交通費（１

日につき） 

日当（１日

につき） 

宿泊料（１

夜につき） 

県内 普通運賃 ２等運賃 実費 ２，０００

円 

２，０００

円 

１１，００

０円 

県外 普通運賃 普通または

１等運賃 

実費 ２，５００

円 

２，０００

円 

１２，００

０円 

備考 １ 特別急行列車を運行する線路による旅行で片道１００キロメ

ートル以上のもの、または普通急行列車を運行する線路による旅行

で片道５５キロメートル以上の場合は、急行料金を支給する。 

２ 等級区分のない鉄道線路の旅行の場合は、現に要した実費を支

給する。 

３ 船舶旅行の場合において公務上の必要により寝台料金を必要

とした場合は、現に支払った寝台料金を支給する。 

４ 航空賃は、旅行命令権者または旅行依頼者が公務上の必要また

は天災その他やむを得ない事情により航空機の使用を許可した場

合に限り支給する。 

５ 特別車両料金を徴する客車を運行する線路による旅行をする

場合には鉄道運賃および急行料金のほか特別車両料金、指定席料金

を支給する。 

６ 特別船室料金を徴するものを運行する航路による旅行をする

場合には、運賃および寝台料金のほか特別船室料金、指定席料金を

支給する。 

７ 前２号に規定する特別車両料金および特別船室料金、指定席料

金は、県外出張の場合に支給する。 

８ 前３号に規定する特別車両料金及び特別船室料金は、当分の

間、旅行命令権者の認めた場合以外は、これを支給しない。 

９ 県外への旅行の場合における交通費の額は宿泊した場合を除

くほか、定額の２倍に相当する額による。 
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附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

 



 

 

 



議第２３号 

 

   見附市コミュニティ銭湯条例の一部を改正する条例の制定について 

 

 見附市コミュニティ銭湯条例の一部を改正する条例を次のとおり制定するもの

とする。 

 

  令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市コミュニティ銭湯条例の一部を改正する条例 

 見附市コミュニティ銭湯条例（平成２６年見附市条例第１７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 別表大浴場の部大人（中学生以上６５歳未満）の項平日の欄中「７８０円」を 

「８８０円」に、同部同項土日祝日等の欄中「８８０円」を「９８０円」に、岩盤

浴の部大人（中学生以上６５歳未満）の項平日の欄中「６５０円」を「７００円」

に、同部同項土日祝日等の欄中「７００円」を「７５０円」に改める。 

附 則 

この条例は、令和７年５月１日から施行する。 
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議第２４号 

 

   見附市大平森林公園設置条例の制定について 

 

 見附市大平森林公園設置条例を次のとおり制定するものとする。 

 

  令和７年３月４日提出              

                    見附市長  稲 田  亮 

 

   見附市大平森林公園設置条例 

 見附市大平森林公園設置条例（昭和６１年見附市条例第３２号）の全部を改正す

る。 

 （設置） 

第１条 地域住民の交流と健康の増進を図り、福祉の向上に資するとともに、地域

産業の振興を図るため森林公園を設置する。 

（名称及び位置） 

第２条 森林公園の名称及び位置は、次のとおりとする。 

 名称 見附市大平森林公園 

 位置 見附市内町１４３２番地 

（開園期間） 

第３条 見附市大平森林公園（以下「森林公園」という。）の開園期間は、４月１

日から１１月３０日までとする。ただし、市長が特に必要があると認める場合は、

これを変更することができる。 

 （開園時間） 

第４条 森林公園の開園時間は、午前８時３０分から午後５時３０分までとする。

ただし、キャンプ宿泊客の利用がある場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要があると認める場合は、これを変更

することができる。 

（使用の許可） 

第５条 森林公園の施設を使用しようとする者及び森林公園において次の各号に掲

げる行為をしようとする者は、あらかじめ市長の許可を受けなければならない。

許可を受けた事項を変更しようとする場合も同様とする。 

（１） 行商、募金その他これらに類する行為をすること。 
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（２） 業として写真、映画の撮影をすること。 

（３） 興業を行うこと。 

（４） 競技会、集会、展示会、博覧会、音楽会その他これに類する催しのため

に森林公園の全部又は一部を独占して使用すること。 

（５） はり紙若しくははり札をし、又は広告を表示すること。 

（６） 指定された場所以外への車の乗り入れ、又はとめておくこと。 

（７） 指定された場所以外でのたき火、又は火気の使用をすること。 

２ 市長は、次の各号のいずれかに該当するときは、使用を許可しない。 

（１） 公の秩序又は善良な風俗に反するおそれがあるとき。 

（２） 管理運営上支障があると認められるとき。 

（３） その他設置目的に反すると認められるとき。 

３ 市長は、管理上必要があると認めるときは、第１項の許可に条件を付すること

ができる。 

 （使用許可の取消し等） 

第６条 市長は、前条の規定による許可を受けた者（以下「使用者」という。）が

次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、使用の許可を取り消し、又は使

用を制限若しくは停止することができる。 

 （１） 偽りその他不正の手段により使用の許可を受けたとき。 

 （２） 前条第２項各号の規定に該当するに至ったとき。 

 （３） この条例又はこの条例に基づく規則の規定に違反したとき。 

 （４） 使用の許可に付した条件に違反したとき。 

 （５） 災害その他の事故により森林公園が使用できなくなったとき。 

 （使用料） 

第７条 使用者は、別表に掲げる使用料を納めなければならない。 

２ 使用料は、前納とする。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、後

納させることができる。 

 （使用料の減免） 

第８条 市長は、公益上特に必要があると認めるときは、使用料を減免することが

できる。 

 （使用料の還付） 

第９条 既に納めた使用料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認

めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（入場の制限） 
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第１０条 市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対しては、入場を拒否し、

又は退場を命ずることができる。 

（１） 他人に危害を及ぼし、又は迷惑となるおそれがあると認められる者 

（２） 公の秩序又は善良な風俗に反するおそれがあると認められる者 

（３） 前２号のほか、管理上支障があると認められる者 

（損害賠償） 

第１１条 故意又は過失により森林公園の施設、設備及び器具等を破損又は滅失し

た者は、その損害を賠償しなければならない。 

（指定管理者による管理） 

第１２条 森林公園の管理は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の２第３項の規定により、法人その他の団体であって市長が指定するもの（以下

「指定管理者」という。）に行わせることができる。 

（業務の範囲） 

第１３条 指定管理者に管理を行わせる場合には、指定管理者が行う業務の範囲は、

次のとおりとする。 

（１） 開園期間又は開園時間の変更に関する業務。ただし、開園期間又は開園

時間を変更する場合は、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。 

（２） 使用許可及び取消し等に関する業務 

（３） 施設等の維持管理に関する業務 

（４） 前各号に掲げるもののほか、森林公園の管理運営に関し、市長が必要と

認める業務 

（利用料金） 

第１４条 指定管理者に管理を行わせる場合には、使用者は、使用料に代わり、森

林公園の利用に係る料金（以下「利用料金」という。）を指定管理者に納めなけ

ればならない。 

２ 利用料金は、前納とする。ただし、指定管理者が特別の理由があると認めると

きは、後納させることができる。 

３ 利用料金は、指定管理者の収入とすることができる。 

４ 利用料金の額は、別表に掲げる額の範囲内において、指定管理者があらかじめ

市長の承認を得て定めるものとする。 

５ 規則で定める事由に該当すると指定管理者が認めるときは、利用料金を減免す

ることができる。 

６ 既に納めた利用料金は、還付しない。ただし、規則で定める事由に該当すると
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指定管理者が認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。 

（秘密を守る義務） 

第１５条 指定管理者の役員、職員及び森林公園の業務に従事している者は、業務

上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（個人情報の管理） 

第１６条 指定管理者は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）

及び見附市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年見附市条例第１８号）

に基づき、個人情報を適正に管理しなければならない。 

（規則への委任） 

第１７条 この条例に定めるもののほか、必要な事項は規則で定める。 

附 則 

この条例は、令和７年４月１日から施行する。 

別表(第７条、第１４条関係) 

区分 金額 

キャンプ場 大人１人につき ５００円  

小中学生・高校生１人につき １００円 

小学生未満 無料 

フリーサイトデイキャンプ １，５００円 

フリーサイト１泊２日 

（テント１張・タープ１張設置可） 
３，０００円 

№１～№７、№１０～№１２区画サイト１泊２日 

１区画 

（テント１張・タープ１張設置及び車１台駐車可） 

４，０００円 

№８、№９区画サイト１泊２日 １区画 

（テント１張・タープ１張設置及び車１台駐車可） 
５，０００円 

  テント１泊２日１張分追加 ３，０００円 

区画サイト駐車１泊２日１台分追加 ５００円 

かまど１泊２日１基 ５００円 

焼肉広場 常設テント№１（焼肉以外で占有する場合） ５，０００円 

常設テント№２～№７の１張（焼肉以外で占有す

る場合） 
 ２，０００円 

ログハウス １㎡あたり１時間（占有する場合）   ５円 
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釣り 大人１人につき ８００円 

小中学生・高校生１人につき ２００円 

小学生未満 無料 

駐車１日１台（第１・第２駐車場を除く。）     ５００円 

ドッグラン キャンプ利用者及び平日個人利用者 ２００円 

土日祝日個人利用者 ３００円 

年間会員利用者（開園期間） ３，０００円 

駐車場等屋外 １㎡あたり１時間（占有する場合）   ５円 

附属設備 規則で定める。 

備考 

１ 観覧料若しくはこれに類するものを徴収して使用する場合又は営利若しくは

営業上の目的で使用する場合は、この表に定める金額の４倍に相当する額とす

る。 

２ キャンプ場の使用は、デイキャンプは午前１０時から午後４時まで、１泊２

日は使用日の正午から翌日の午前１１時までとする。 

３ 焼肉広場及びログハウスの使用は、午前１０時から午後４時までとする。 

４ ドッグランの使用は、午前９時から午後４時３０分とする。 

５ 釣りの使用は、午前８時３０分から午後５時までとする。 

６ 使用時間等の算定は準備及び後片付け等の時間も含める。 

７ 使用が１時間、１日、１泊２日に満たない場合でも時間割計算や日割計算は

行わない。 

８ 屋外を使用する場合は１㎡単位で使用するものとし、１㎡に満たない場合は

１㎡として計算する。 

９ 継続して施設を占有する場合や、設備や物件を据え付けたりする場合は、こ

の表の金額によらず、見附市行政財産の目的外使用条例(昭和５５年見附市条

例第３号)により金額を算出する。 
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議第２５号 

 

令和６年度 見附市一般会計補正予算（第９号） 

 

 令和６年度見附市の一般会計補正予算（第９号）は、次に定めるところに

よる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２３５，０００千円を減

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，４９９，０００千円

とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（継続費の補正） 

第２条 継続費の変更は、「第２表 継続費補正」による。 

 

 （繰越明許費） 

第３条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用

することができる経費は、「第３表 繰越明許費」による。 

 

（債務負担行為の補正） 

第４条 債務負担行為の追加は、「第４表 債務負担行為補正」による。 

 

 （地方債の補正） 

第５条 地方債の追加及び変更は、「第５表 地方債補正」による。 

 

  令和７年３月４日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 



(単位：千円)

10 4,773,960 139,044 4,913,004

1 地方交付税 4,773,960 139,044 4,913,004

12 80,845 △3,157 77,688

1 負担金 80,845 △3,157 77,688

14 3,443,839 △164,192 3,279,647

1 国庫負担金 1,876,686 53,554 1,930,240

2 国庫補助金 1,557,660 △217,746 1,339,914

15 1,514,934 31,088 1,546,022

1 県負担金 875,825 13,463 889,288

2 県補助金 339,917 17,625 357,542

16 68,304 5,903 74,207

1 財産運用収入 56,517 5,903 62,420

17 513,203 2,614 515,817

1 寄附金 513,203 2,614 515,817

18 1,648,400 △23,900 1,624,500

1 特別会計繰入金 54,700 6,100 60,800

2 基金繰入金 1,593,700 △30,000 1,563,700

20 271,744 △43,000 228,744

4 雑入 213,400 △43,000 170,400

21 1,358,533 △179,400 1,179,133

1 市債 1,358,533 △179,400 1,179,133

20,734,000 △235,000 20,499,000

繰入金

諸収入

市債

歳　　入　　合　　計

- 2 -

地方交付税

分担金及び負担金

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額



(単位：千円)

2 3,626,227 △42,875 3,583,352

1 総務管理費 3,270,023 △42,875 3,227,148

3 6,943,237 77,582 7,020,819

1 社会福祉費 3,578,338 △17,969 3,560,369

2 児童福祉費 3,107,590 52,551 3,160,141

3 生活保護費 250,339 43,000 293,339

4 1,782,393 △24,699 1,757,694

1 保健衛生費 1,141,576 △24,699 1,116,877

6 454,038 2,872 456,910

1 農業費 439,154 2,862 442,016

2 林業費 14,884 10 14,894

8 2,250,388 19,875 2,270,263

2 道路橋りょう費 959,726 11,161 970,887

3 都市計画費 1,173,006 2,614 1,175,620

4 住宅費 83,149 6,100 89,249

9 636,516 5,600 642,116

1 消防費 636,516 5,600 642,116

10 2,721,264 △178,655 2,542,609

2 小学校費 1,356,504 △184,830 1,171,674

5 社会教育費 465,162 △554 464,608

6 保健体育費 421,993 6,729 428,722

11 104,686 △94,700 9,986

4 その他施設災害復旧費 104,683 △94,700 9,983

20,734,000 △235,000 20,499,000

歳　　出

款 計項 補正前の額 補　正　額

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

歳　　出　　合　　計

- 3 -
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第 ２ 表  継 続 費 補 正 
 
変更 

 

款 項 事業名 
補  正  前 補  正  後 

総額 期間 年割額 総額 期間 年割額 

   千円  千円 千円  千円 

10 

教育費 

2 

小学校

費 

 

名木野小学校 

長寿命化改良

事業 

1,938,350 

令和6

年度 
1,062,096 

1,938,350 

令和6

年度 
865,000 

令和7

年度 
876,254 

令和7

年度 
1,073,350 

 

11 

災害復

旧費 

 

4  

その他

施設災

害復旧

費 

 

 

総務管理施設

復旧事業 
240,830 

令和6

年度 
94,700 

284,300 

令和6

年度 
0 

令和7

年度 
146,130 

令和7

年度 
167,800 

令和8

年度 
0 

令和8

年度 
116,500 
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第  ３  表  繰 越 明 許 費  

款 項 事   業   名 金  額 

   千円 

２ 総務費 １ 総務管理費 普通財産管理費 3,630 

  市民交流センター管理費 16,000 

３ 民生費 １ 社会福祉費 
非課税世帯等応援臨時給付金給付

事業 
99,595 

  
職員給与費（応援臨時給付金関

連） 
50 

 ２ 児童福祉費 出産・子育て応援事業 1,106 

  公立保育所運営事業 900 

  私立保育所運営事業 900 

  
認定こども園・小規模保育施設運

営事業費 
900 

  広域入所委託事業費 70 

６ 農林水産業費 １ 農業費 県農林水産業総合振興事業 22,722 

  農地費一般経費 2,200 

８ 土木費 ２ 道路橋りょう費 道路改良事業 3,680 

  今町田井線整備事業 34,600 

  今町田井線（第２工区）整備事業 17,500 

  今町１号線整備事業 9,500 

  交通安全施設費 14,500 

  除雪費 42,000 

  橋りょう維持費 38,600 

 ３ 都市計画費 見附駅周辺整備事業 5,000 

 ４ 住宅費 住宅取得助成事業 10,300 

９ 防災費 １ 消防費 消防総務事業 58 

  消防団活動事業 26 

  消防施設整備事業 24,937 

  防災費 5,600 

１０ 教育費 ２ 小学校費 小学校施設管理費 12,266 

合 計 366,640 



 

 ‐6‐ 

第 ４ 表 債務負担行為補正 
 

追 加 

事  項 期  間 限 度 額 

地域包括支援センターPC システムリース契約 
令和６年度から 

令和７年度まで 
968 千円 

地域包括支援センター業務委託契約 
令和６年度から 

令和７年度まで 
58,795 千円 

地域包括支援センター業務委託契約 

（委託業務増分） 

令和６年度から 

令和７年度まで 
3,575 千円 

  

第 ５ 表  地 方 債 補 正 
 

追 加 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

 千円    

最終処分場施設整備事業 1,400 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内（ただし、利率

見直し方式で借り入れる

政府資金及び地方公共団

体金融機構資金につい

て、利率の見直しを行っ

た後においては、当該見

直し後の利率） 

政府資金、地方公共団体金融機

構資金及び新潟県資金について

は、その融通条件により、銀行

その他の資金についてはその融

通条件又は協定による。ただ

し、財政等の都合により繰上償

還し、又は償還年限を短縮し、

若しくは低利債への借換えがで

きるものとする。その他事業の

進捗状況等により前借りをする

ことができるものとする。 

教育施設災害復旧事業 2,800 

 

変 更 

起債の目的 

補 正 前 補 正 後 

限度額 
起 債 

の方法 
利 率 償還の方法 限度額 

起 債 

の 方 法 
利 率 

償 還 

の 方 法 

 千円    千円    

清掃センター施設整

備事業 
78,300 

普通貸借 

又は 

証券発行 

4.0％以内（た

だし、利率見

直し方式で借

り入れる政府

資金及び地方

公共団体金融

機構資金につ

いて、利率の

見直しを行っ

た後において

は、当該見直

し後の利率） 

政府資金、地方公共

団体金融機構資金及

び新潟県資金につい

ては、その融通条件

により、銀行その他

の資金についてはそ

の融通条件又は協定

による。ただし、財

政等の都合により繰

上償還し、又は償還

年限を短縮し、若し

くは低利債への借換

えができるものとす

る。その他事業の進

捗状況等により前借

りをすることができ

るものとする。 

94,000 

変更 

なし 

変更 

なし 

変更 

なし 

斎場施設整備事業 3,200 4,300 

温浴施設整備事業 5,900 6,900 

公立保育所施設整備

事業 
11,600 12,900 

見附駅周辺整備事業 18,000 19,900 

道の駅施設整備事業 3,700 4,600 

 



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

10 地方交付税 4,773,960 139,044 4,913,004

12 分担金及び負担金 80,845 △3,157 77,688

14 国庫支出金 3,443,839 △164,192 3,279,647

15 県支出金 1,514,934 31,088 1,546,022

16 財産収入 68,304 5,903 74,207

17 寄附金 513,203 2,614 515,817

18 繰入金 1,648,400 △23,900 1,624,500

20 諸収入 271,744 △43,000 228,744

21 市債 1,358,533 △179,400 1,179,133

20,734,000 △235,000 20,499,000歳　　入　　合　　計

- 7 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

2 総務費 3,626,227 △42,875 3,583,352

3 民生費 6,943,237 77,582 7,020,819

4 衛生費 1,782,393 △24,699 1,757,694

6 農林水産業費 454,038 2,872 456,910

8 土木費 2,250,388 19,875 2,270,263

9 消防費 636,516 5,600 642,116

10 教育費 2,721,264 △178,655 2,542,609

11 災害復旧費 104,686 △94,700 9,986

20,734,000 △235,000 20,499,000

- 8 -

歳　　出　　合　　計

款 計補正前の額 補　正　額



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

△177,330 1,431 133,024

56,483 1,300 19,799

150 △42,200 17,351

13,545 △300 △3,948 △6,425

10,000 2,600 2,614 4,661

2,800 2,800

△44,409 △110,300 △23,946

△94,700 0

△138,761 △201,400 △42,103 147,264

補　正　額　の　財　源　内　訳

- 9 -

一　般　財　源
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源



２　歳　入

（一般会計）

補　正　額 計補正前の額款　　　項　　　目

地方交付税

（款）　１０　地方交付税
（項）　　１　地方交付税

4,773,960 139,044 4,913,004

1

10

4,913,004

地方交付税 4,773,960 139,044 4,913,004

1 地方交付税 4,773,960 139,044

12 分担金及び負担金

負担金 80,845 △ 3,157 77,688

80,845 △ 3,157 77,688

1

2 衛生費負担金 6,009 800 6,809

3 農林水産業費負担金 19,388 △ 3,958 15,430

4 総務費負担金 10,605 1

14 国庫支出金

10,606

国庫負担金 1,876,686 53,554 1,930,240

3,443,839 △ 164,192 3,279,647

1

1 民生費国庫負担金 1,876,036 47,797 1,923,833

2 衛生費国庫負担金 650 100 750

3 災害復旧費国庫負担金 0 5,657 5,657

国庫補助金 1,557,660 △ 217,746 1,339,9142

1 総務費国庫補助金 765,222 △ 173,830 591,392

2 民生費国庫補助金 166,490 △ 3,561 162,929

4 土木費国庫補助金 307,837 10,000 317,837

6 教育費国庫補助金 192,976 △ 44,409 148,567

- 10 -



区　　分 金　　額

節

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明

  1 地方交付税
  2 特別交付税 6,100

139,044   1 普通交付税 132,944

  1 保健衛生費負 800   1 養育医療給付費負担金 800
    担金

  1 農業費負担金 △ 3,958   1 基幹水利施設管理事業負担金 △ 4,548
  2 省エネルギー化推進対策事業負担金 590

1   1 職員退職手当他会計負担金 1  1 総務費負担金

  3 児童福祉費負 29,816   1 子どものための教育・保育給付費負担金 29,816
    担金

  4 児童手当費負 △ 14,269   1 被用者３歳未満手当負担金 △ 7,948
    担金   2 非被用者３歳未満手当負担金 △ 3,943

  3 ３歳以上手当負担金 △ 2,664
  4 特例給付負担金 286

  6 生活保護費負 32,250   1 生活保護費負担金 32,250
    担金

  1 保健衛生費負 100   1 母子保健衛生費国庫負担金 100
    担金

  1 災害復旧費国 5,657   1 公立学校施設災害復旧費負担金 5,657
    庫負担金

  3 地方創生臨時 △ 176,630   1 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金 △ 176,630
    交付金

  4 新しい地方経 2,800   1 地域防災緊急整備型 2,800
    済・生活環境
    創生交付金

  2 児童福祉費補 △ 3,561   1 出産・子育て応援交付金 △ 3,561
    助金

  1 道路橋りょう 10,000   1 社会資本整備総合交付金 △ 1,000
    費補助金   2 交通安全対策（通学路緊急対策）事業補助金 11,000

  2 小中学校費補 △ 44,409   1 学校施設環境改善交付金 △ 44,409
    助金

- 11 -

　１０款　地方交付税　１２款　分担金及び負担金　１４款　国庫支出金



（一般会計）

補　正　額 計補正前の額款　　　項　　　目

（款）　１４　国庫支出金
（項）　　２　国庫補助金

11 農林水産業費国庫補助金 111,856 △ 5,946 105,910

15 県支出金

県負担金 875,825 13,463 889,288

1,514,934 31,088 1,546,022

1

1 民生費県負担金 871,823 13,413 885,236

2 衛生費県負担金 325 50 375

県補助金 339,917 17,625 357,5422

2 民生費県補助金 213,078 △ 1,166 211,912

5 農林水産業費県補助金 58,329 18,791 77,120

16 財産収入

財産運用収入 56,517 5,903 62,420

68,304 5,903 74,207

1

2 利子及び配当金 8,973 4,463 13,436

3 基金運用収入 1,222 1,440 2,662

513,203 2,614 515,81717 寄附金

寄附金 513,203 2,614 515,8171

4 土木費寄附金 11,200 2,614 13,814

1,648,400 △ 23,900 1,624,50018 繰入金

特別会計繰入金 54,700 6,100 60,8001

1 宅地造成事業特別会計繰入金 54,700 6,100 60,800

基金繰入金 1,593,700 △ 30,000 1,563,7002

- 12 -



区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明

節

（単位：千円）

  1 農林水産業費 △ 5,946   1 省エネルギー化推進対策事業補助金 710
    補助金   2 基幹水利施設管理事業補助金 △ 1,206

  3 多面的機能支払交付金 △ 5,450

  3 児童福祉費負 14,908   1 子どものための教育・保育給付費負担金 14,908
    担金

  4 児童手当費負 △ 1,495   1 被用者３歳未満手当負担金 △ 495
    担金   2 非被用者３歳未満手当負担金 △ 646

  3 ３歳以上手当負担金 △ 425
  4 特例給付負担金 71

  1 保健衛生費負 50   1 養育医療給付費県費負担金 50
    担金

  3 児童福祉費補 △ 1,166   1 出産・子育て応援交付金 △ 1,166
    助金

  1 農業費補助金 18,791   1 県農林水産業総合振興事業費補助金 22,722
  2 基幹水利施設管理事業補助金 △ 1,206
  3 多面的機能支払交付金 △ 2,725

  1 利子及び配当 4,463   1 株式配当収入 4,463
    金

  2 財政調整基金 1,140   1 預金等利子収入 1,140
    収入

  3 減債基金収入 290   1 預金等利子収入 290

 16 森林環境整備 10   1 預金等利子収入 10
    基金収入

  1 土木費寄附金 2,614   1 土木費寄附金 2,614

  1 宅地造成事業 6,100   1 宅地造成事業特別会計繰入金 6,100
    特別会計繰入
    金

- 13 -

　１４款　国庫支出金　１５款　県支出金　１６款　財産収入　１７款　寄附金　１８款　繰入金



（一般会計）

補　正　額 計補正前の額款　　　項　　　目

（款）　１８　繰入金
（項）　　２　基金繰入金

8 教育施設建設基金繰入金 120,000 △ 30,000 90,000

271,744 △ 43,000 228,74420 諸収入

雑入 213,400 △ 43,000 170,4004

4 雑入 212,787 △ 43,000 169,787

1,358,533 △ 179,400 1,179,13321 市債

市債 1,358,533 △ 179,400 1,179,1331

2 民生債 37,100 1,300 38,400

3 衛生債 85,200 18,200 103,400

5 農林水産業債 33,200 △ 300 32,900

6 商工債 5,900 1,000 6,900

7 土木債 186,900 2,600 189,500

9 教育債 744,600 △ 110,300 634,300

11 災害復旧事業債 99,903 △ 91,900 8,003
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区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明

節

（単位：千円）

  1 教育施設建設 △ 30,000   1 教育施設建設基金繰入金 △ 30,000
    基金繰入金

  3 衛生費雑入 △ 43,000   1 ワクチン生産体制等緊急整備基金助成金 △ 43,000

  1 児童福祉債 1,300   1 社会福祉施設整備事業債（こども課） △ 11,600
  2 こども・子育て支援事業債（こども課） 12,900

  1 保健衛生債 1,100   1 一般単独事業債（市民税務課） △ 3,200
  2 公共施設等適正管理推進事業債（市民税務課） 4,300

  2 清掃債 17,100   1 一般廃棄物処理事業債（都市環境課） △ 76,900
  2 公共施設等適正管理推進事業債（都市環境課） 94,000

  1 農業債 △ 300   1 公共事業等債（農林創生課） △ 1,200
  2 一般単独事業債（農林創生課） △ 2,400
  3 公共施設等適正管理推進事業債（農林創生課） 3,300

  1 商工債 1,000   1 公共施設等適正管理推進事業債（地域経済課） 1,000

  1 道路橋りょう 700   1 一般公共事業債（建設課） 700
    債

  2 都市計画債 1,900   1 一般公共事業債（都市環境課） 1,900

  1 小学校債 △ 110,300   1 学校教育施設等整備事業債（教育総務課） △ 110,300

  1 災害復旧事業 △ 91,900   1 公立学校施設復旧事業債（教育総務課）（令和６年災） 2,800

- 15 -

　１８款　繰入金　２０款　諸収入　２１款　市債

    債   2 一般単独災害復旧事業債（総務課）（令和６年災） △ 94,700



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　２　総務費
（項）　　１　総務管理費

2 総務費 3,626,227 △ 175,899 133,024△ 42,875 3,583,352

1 総務管理費 3,270,023 △ 42,875 3,227,148 △ 175,899 133,024

1 一般管理費 687,631 56,985 744,616 56,984
その他

1

3 財政会計管理費 741,359 66,872 808,231 65,442
その他

1,430

12 文化振興費 40,455 268 40,723 268

13 文化ホール費 105,003 10,330 115,333 10,330

16 定額減税及び定額減税 518,800 △ 177,330 341,470
補足給付金給付事業費 国庫支出金

△ 177,330

3 民生費 6,943,237 57,783 19,79977,582 7,020,819

1 社会福祉費 3,578,338 △ 17,969 3,560,369 △ 17,969

2 老人福祉費 1,453,242 △ 17,969 1,435,273 △ 17,969

2 児童福祉費 3,107,590 52,551 3,160,141 25,533 27,018

1 児童福祉総務費 383,078 △ 5,894 377,184 △ 1,167
国庫支出金

△ 3,561
県支出金

△ 1,166
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金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

56,985職員手当等3 56,985  1 職員給与費
　　　職員手当 56,985

324役務費11 324  1 会計管理費
　　　手数料 324

66,548積立金24 324　　　　振込手数料

7,240  2 財政調整基金
　　　積立金 7,240

59,308  3 減債基金
　　　積立金 59,308

268委託料12 268  1 市民ギャラリー施設管理費
　　　委託料 268

268　　　　指定管理施設管理委託料

10,330委託料12 10,330  1 文化ホール施設管理費
　　　委託料 10,330

10,330　　　　指定管理施設管理委託料

△ 4,560役務費11 △ 177,330  1 定額減税及び定額減税補足給付金給付事業
　　　通信運搬費 △ 4,560

△ 172,770負担金補助18 △ 4,560　　　　郵便料
及び交付金 　　　交付金 △ 172,770

△ 172,770　　　　定額減税補足給付金

△ 12,961負担金補助18 △ 5,008  1 介護保険事業特別会計繰出金
及び交付金 　　　繰出金 △ 5,008

△ 5,008繰出金27 △ 12,961  2 後期高齢者医療制度事業
　　　負担金 △ 12,961

△ 11,472　　　　療養給付費負担金
△ 1,489　　　　共通経費負担金

1,106委託料12 △ 5,894  1 出産・子育て応援事業
　　　委託料 1,106

△ 7,000負担金補助18
及び交付金 　　　交付金 △ 7,000

1,106　　　　システム改修委託料

△ 3,500　　　　出産応援給付金

　　２款　総務費　　３款　民生費
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特定財源 一般財源

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　３　民生費
（項）　　２　児童福祉費

2 児童措置費 1,966,143 75,710 2,041,853 29,686
国庫支出金

29,816
県支出金

14,908
地方債

1,300

4 児童手当費 623,495 △ 17,265 606,230 △ 1,501
国庫支出金

△ 14,269
県支出金

△ 1,495

3 生活保護費 250,339 43,000 293,339 32,250 10,750

2 扶助費 208,601 43,000 251,601 10,750
国庫支出金

32,250

4 衛生費 1,782,393 △ 42,050 17,351△ 24,699 1,757,694

1 保健衛生費 1,141,576 △ 24,699 1,116,877 △ 42,050 17,351

1 保健衛生総務費 473,745 45,000 518,745 45,000

2 保健事業費 154,742 △ 5,000 149,742 △ 5,000

3 予防費 233,830 △ 63,000 170,830 △ 20,000
その他

△ 43,000

4 母子衛生費 205,427 △ 1,699 203,728 △ 2,649
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金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

△ 3,500　　　　子育て応援給付金

41,793委託料12 41,793  1 私立保育所運営事業
　　　委託料 41,793

33,917負担金補助18 41,793　　　　私立保育所児童委託料
及び交付金

33,917  2 認定こども園・小規模保育施設運営事業
　　　負担金 33,917
　　　　認定こども園・小規模保育施設施設型給付費負担金

33,917

△ 17,265扶助費19 △ 17,265  1 児童手当等交付事業
　　　扶助費 △ 17,265

△ 8,940　　　　被用者３歳未満手当
△ 5,235　　　　非被用者３歳未満手当
△ 3,520　　　　３歳以上手当

430　　　　特例給付

43,000扶助費19 43,000  1 生活保護扶助費
　　　扶助費 43,000

6,000　　　　生活扶助費
3,000　　　　住宅扶助費
37,000　　　　医療扶助費
2,000　　　　介護扶助費

△ 5,000　　　　保護施設事務費

45,000繰出金27 45,000  1 病院事業会計繰出金
　　　繰出金 45,000

△ 5,000委託料12 △ 5,000  1 がん対策事業
　　　委託料 △ 5,000

△ 5,000　　　　検診委託料

△ 63,000委託料12 △ 3,000  1 感染症予防事業
　　　委託料 △ 3,000

△ 3,000　　　　予防接種委託料

△ 60,000  2 新型コロナウイルスワクチン接種事業
　　　委託料 △ 60,000

△ 60,000　　　　ワクチン接種委託料

△ 5,199委託料12 △ 5,200  1 妊産婦健康診査料助成事業
　　　委託料 △ 5,200

　　３款　民生費　　４款　衛生費
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特定財源 一般財源

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　４　衛生費
（項）　　１　保健衛生費

国庫支出金
100

県支出金
50

その他
800

6 農林水産業費 454,038 9,297 △ 6,4252,872 456,910

1 農業費 439,154 2,862 442,016 9,287 △ 6,425

3 農業振興費 54,727 22,722 77,449 △ 900
県支出金

22,722
地方債

900

4 農地費 285,889 △ 19,860 266,029 △ 5,525
国庫支出金

△ 5,246
県支出金

△ 3,931
地方債

△ 1,200
その他

△ 3,958

林業費 14,884 10 14,894 10

- 20 -

2

10 9,2971 林業費 9,287
その他

10



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

3,500扶助費19 △ 5,200　　　　妊産婦健康診査委託料

2,301  2 養育医療給付事業
　　　委託料 1

1　　　　医療費審査委託料
　　　扶助費 2,300

2,300　　　　未熟児養育医療給付費

1,200  3 妊産婦医療費助成事業
　　　扶助費 1,200

1,200　　　　妊産婦医療費助成費

22,722負担金補助18 22,722  1 県農林水産業総合振興事業
及び交付金 　　　補助金 22,722

22,722　　　　県農林水産業総合振興事業費補助金

△ 6,960委託料12 △ 6,960  1 基幹水利施設管理事業
　　　委託料 △ 6,960

△ 12,900負担金補助18 △ 6,960　　　　施設管理業務委託料
及び交付金

△ 2,700  2 県営かんがい排水整備事業
　　　負担金 △ 2,700

△ 2,700　　　　県営かんがい排水整備事業負担金

△ 1,300  3 県営農村地域防災減災事業
　　　負担金 △ 1,300

△ 1,300　　　　県営農村地域防災減災事業負担金

△ 10,900  4 日本型直接支払事業
　　　補助金 △ 10,900

△ 10,900　　　　多面的機能支払補助金

2,000
2,000  5 省エネルギー化対策推進事業

　　　補助金
　　　　見附市農業水利施設省エネルギー化推進対策事業補助金

2,000

　　４款　衛生費　　６款　農林水産業費
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10積立金24 10  1 森林環境整備基金
　　　積立金 10



特定財源 一般財源

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　８　土木費
（項）　　２　道路橋りょう費

8 土木費 2,250,388 15,214 4,66119,875 2,270,263

2 道路橋りょう費 959,726 11,161 970,887 10,700 461

2 道路維持費 218,363 △ 12,000 206,363 △ 600
国庫支出金

△ 6,000
地方債

△ 5,400

3 道路新設改良費 9,262 1,000 10,262 175
国庫支出金

825

4 地方道事業費 128,877 24,400 153,277 3,125
国庫支出金

15,175
地方債

6,100

5 交通安全施設費 77,383 △ 2,239 75,144 △ 2,239

3 都市計画費 1,173,006 2,614 1,175,620 4,514 △ 1,900

1 都市計画総務費 192,921 2,614 195,535 △ 1,900
地方債

1,900
その他

住宅費 83,149 6,100

2,614

89,249 6,100
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4

6,100 6,1003 住宅地公共施設費 6,100



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

△ 12,000工事請負費14 △ 12,000  1 道路維持費
　　　工事請負費 △ 12,000

△ 12,000　　　　道路修繕工事費

1,000委託料12 1,000  1 道路改良事業
　　　委託料 1,000

1,000　　　　物件調査委託料

10,900委託料12 16,000  1 今町田井線整備事業
　　　委託料 △ 1,500

17,500工事請負費14 △ 1,500　　　　測量設計委託料
　　　工事請負費 17,500

△ 4,000公有財産購16 17,500　　　　道路改良工事費
入費

△ 4,000  2 学校町大平線整備事業
　　　土地購入費 △ 4,000

△ 4,000　　　　用地買収費

12,400  3 今町田井線（第２工区）整備事業
　　　委託料 12,400

12,400　　　　測量設計委託料

△ 2,239負担金補助18 △ 2,239  1 交通安全施設費
及び交付金 　　　補助金 △ 2,239

△ 2,239　　　　防犯灯更新費補助金

2,614積立金24 2,614  1 公園等整備基金
　　　積立金 2,614

８款　土木費
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6,100繰出金27 6,100  1 宅地造成事業特別会計繰出金
　　　繰出金 6,100



特定財源 一般財源

　　

　　

　　

（一般会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　９　消防費
（項）　　１　消防費

9 消防費 636,516 2,800 2,8005,600 642,116

1 消防費 636,516 5,600 642,116 2,800 2,800

5 防災費 18,640 5,600 24,240 2,800
国庫支出金

2,800

10 教育費 2,721,264 △ 154,709 △ 23,946△ 178,655 2,542,609

2 小学校費 1,356,504 △ 184,830 1,171,674 △ 154,709 △ 30,121

1 学校管理費 1,255,652 △ 184,830 1,070,822 △ 30,121
国庫支出金

△ 44,409
地方債

△ 110,300

5 社会教育費 465,162 △ 554 464,608 △ 554

1 社会教育総務費 22,973 308 23,281 308

3 図書館費 75,562 1,169 76,731 1,169

4 民俗文化資料館費 220,137 △ 2,031 218,106 △ 2,031

6 保健体育費 421,993 6,729 428,722 6,729

2 体育施設費 104,811 6,729 111,540 6,729

11 災害復旧費 104,686 △ 94,700△ 94,700 9,986

3 その他施設災害復旧費 104,683 △ 94,700 9,983 △ 94,700

1 現年災害復旧費 104,683 △ 94,700 9,983
地方債

- 24 -

△ 94,700



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

5,600備品購入費17 5,600  1 防災費
　　　備品費 5,600

5,600　　　　備品

△ 184,830工事請負費14 △ 184,830  1 小学校施設管理費
　　　工事請負費 △ 184,830

△ 197,096　　　　小学校校舎改修工事費
12,266　　　　空調設備設置工事

308負担金補助18 308  1 社会教育総務一般経費
及び交付金 　　　負担金 308

308　　　　三市南蒲地域視聴覚教育協議会負担金

1,169委託料12 1,169  1 図書館施設管理費
　　　委託料 1,169

1,169　　　　指定管理施設管理委託料

△ 31需用費10 △ 2,031  1 埋蔵文化財発掘調査事業
　　　消耗品費 △ 12

△ 2,000委託料12 　　　燃料費 △ 19
　　　委託料 △ 2,000

△ 2,000　　　　試掘調査支援業務委託料

6,729委託料12 6,729  1 体育施設総合管理費
　　　委託料 6,729

6,729　　　　指定管理施設管理委託料

△ 94,700工事請負費14 △ 94,700  1 総務管理施設復旧事業
　　　工事請負費 △ 94,700

９款　消防費　１０款　教育費　１１款　災害復旧費
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△ 94,700　　　　本庁舎外壁等改修工事費



（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(316)
298 509,665 1,148,565 1,041,415 2,699,645 487,213 3,186,858
(316)

298 509,665 1,148,565 984,430 2,642,660 487,213 3,129,873
(0)

0 0 0 56,985 56,985 0 56,985

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分 退　職

千円

補 正 後 217,330

補 正 前 160,345

比 較 56,985

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(9)
298 0 1,148,565 949,019 2,097,584 378,706 2,476,290
(9)

298 0 1,148,565 892,034 2,040,599 378,706 2,419,305
(0)

0 0 0 56,985 56,985 0 56,985

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分 退　職

千円

補 正 後 217,330

補 正 前 160,345

比 較 56,985

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(307)
0 509,665 0 92,396 602,061 108,507 710,568
(307)

0 509,665 0 92,396 602,061 108,507 710,568
(0)
0 0 0 0 0 0 0

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

補正予算給与費明細書

1．一般職

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費 合　　計 備　　考

補正後

補正前

比　較

職員手当
の内訳

ア．会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費 合　　計 備　　考

補正後

補正前

比　較

職員手当
の内訳

イ．会計年度任用職員

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費

比　較

合　　計 備　　考

補正後

補正前
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額

千円 千円 千円

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　考

その他の
増減分

56,985職員手当 56,985
その他の
増減分

56,985
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国 県
支 出 金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

6 865,000 138,330 586,600 0 140,070 0 0 865,000 865,000 0 44.6%

7 1,073,350 303,711 665,400 0 104,239 0 0 0 0 1,073,350 55.4%

計 1,938,350 442,041 1,252,000 0 244,309 0 0 865,000 865,000 1,073,350 100.0%

6 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0%

7 167,800 0 167,800 0 0 0 0 0 0 167,800 59.0%

8 116,500 0 116,500 0 0 0 0 0 0 116,500 41.0%

計 284,300 0 284,300 0 0 0 0 0 0 284,300 100.0%

11
災害復旧
費

4
その他施
設災害復
旧費

総務管理
施設復旧
事業

10
教育費

2
小学校費

名木野小
学校 長
寿命化改
良事業

当該年度
末までの
支出予定

額

翌年度以
降支出予

定額

継続費の
総額に対
する進捗

率
年度 年割額

左　の　財　源　内　訳

特　定　財　源

一般財源

継続費についての前々年度末までの支出額、前年度末までの支出額又は支出額
の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全　　体　　計　　画

前々年度
末までの
支出額

前年度末
までの支
出(見込)

額

当該年度
支出予定

額
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債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額 

又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額等に関する補正調書 

 

 

事  項 限度額 

前年度末までの 

支出（見込）額 

当該年度以降の 

支出予定額 

左の財源内訳 

特 定 財 源 
一般 

財源 期 間 金 額 期 間 金 額 
国 県 

支出金 
地方債 その他 

 千円  千円  千円 千円 千円 千円 千円 

地域包括支援セン

ターPCシステムリ

ース契約 

968  0 

2 年 

(令和 6 

～7 年度) 

968 559 0 223 186 

地域包括支援セン

ター業務委託契約 
58,795  0 

2 年 

(令和 6 

～7 年度) 

58,795 33,954 0 13,523 11,318 

地域包括支援セン

ター業務委託契約

（委託業務増分） 

3,575  0 

2 年 

(令和 6 

～7 年度) 

3,575 2,064 0 823 688 

 

  



補 正 前 補 正 後 補 正 前 補 正 後

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１．普　 　通 　　債 13,479,523 13,299,755 1,212,000 1,124,500 969,357 13,542,398 13,454,898

　（1）総　　　　　　　　　　　　務 394,017 383,607 81,500 81,500 43,690 421,417 421,417

　（2）民　　　　　　　　　　　　生 123,098 260,642 37,100 38,400 5,887 291,855 293,155

　（3）衛　　　　　　　　　　　　生 7,061,778 7,002,279 85,200 103,400 169,850 6,917,629 6,935,829

　（4）労　　　　　　　　　　　　働 15,275 14,425 2,500 2,500 850 16,075 16,075

　（5）農　  林  　水  　産   業 361,767 377,093 33,200 32,900 29,025 381,268 380,968

　（6）商　　　　　　　　　　　　工 221,487 163,139 5,900 6,900 56,544 112,495 113,495

　（7）土　　　　　　　　　　　　木 2,586,841 2,605,132 186,900 189,500 345,760 2,446,272 2,448,872

　（8）消　　　　　　　　　　　　防 241,323 221,218 35,100 35,100 55,342 200,976 200,976

　（9）教　　　　　　　　　　　　育 2,473,937 2,272,220 744,600 634,300 262,409 2,754,411 2,644,111

２．災 害 復 旧 債 27,906 33,366 99,903 8,003 5,241 128,028 36,128

　（1）補　　　助　　　災　　　害 19,719 16,116 0 2,800 3,604 12,512 15,312

　（2）単　　　独　　　災　　　害 8,187 17,250 99,903 5,203 1,637 115,516 20,816

３．そ 　  の   　他  6,485,898 5,863,909 46,630 46,630 658,128 5,252,411 5,252,411

　（1）減　 税　 補　 て  ん  債 24,594 14,410 0 0 7,474 6,936 6,936

　（２）臨　時  財  政  対 策  債 6,046,905 5,498,386 46,630 46,630 585,260 4,959,756 4,959,756

　（３）退　職　手　当　債 74,199 57,713 0 0 16,486 41,227 41,227

　（４）減　収　補　て　ん　債 36,000 36,000 0 0 2,108 33,892 33,892

　（５）行　政　改　革　推　進　債 304,200 257,400 0 0 46,800 210,600 210,600

合　　　　　　　　　　　計 19,993,327 19,197,030 1,358,533 1,179,133 1,632,726 18,922,837 18,743,437

前 年 度 末
現 在 高

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び

当該年度末における現在高の見込みに関する補正調書

当該年度末現在高見込額
前 々 年 度 末
現 在 高

区                分 当 該 年 度 起 債 見 込 額
当 該 年 度 中
元金償還見込額

当　該　年　度　中　増　減　見　込　み
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議第２６号 

 

令和６年度 見附市国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号） 

 

 令和６年度見附市の国民健康保険事業特別会計補正予算（第４号）は、次に定め

るところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，１００千円を追加し、歳入

歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３，４２５，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年３月４日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 

 



(単位：千円)

5 5 35 40

1 財産運用収入 5 35 40

7 22,400 1,065 23,465

1 繰越金 22,400 1,065 23,465

3,423,900 1,100 3,425,000

(単位：千円)

5 5 35 40

1 基金積立金 5 35 40

6 22,610 1,065 23,675

1 償還金及び還付加算金 22,610 1,065 23,675

3,423,900 1,100 3,425,000歳　　出　　合　　計

計

基金積立金

諸支出金

財産収入

繰越金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

5 財産収入 5 35 40

7 繰越金 22,400 1,065 23,465

3,423,900 1,100 3,425,000歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

5 基金積立金 5 35 40

6 諸支出金 22,610 1,065 23,675

3,423,900 1,100 3,425,000

款 計補正前の額 補　正　額

歳　　出　　合　　計

- 4 -



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

35

1,065

0 0 0 1,100

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

- 5 -



２　歳　入

（国民健康保険事業特別会計）

補正前の額款　　　項　　　目

（款）　　５　財産収入
（項）　　１　財産運用収入

5 35 40

補　正　額 計

5 財産収入

財産運用収入 5 35 401

1 利子及び配当金 5 35 40

22,400 1,065 23,4657 繰越金

繰越金 22,400 1,065 23,4651

1 繰越金 22,400 1,065 23,465

- 6 -



区　　分 金　　額

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節

  1 基金運用収入 35   1 国民健康保険事業財政調整基金利子収入 35

  1 繰越金 1,065   1 前年度繰越金 1,065

- 7 -

　　５款　財産収入　　７款　繰越金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

（国民健康保険事業特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　５　基金積立金
（項）　　１　基金積立金

5 基金積立金 5 3535 40

1 基金積立金 5 35 40 35

1 国民健康保険事業財政 5 35 40 35
調整基金積立金

6 諸支出金 22,610 1,0651,065 23,675

1 償還金及び還付加算金 22,610 1,065 23,675 1,065

5 保険給付費等交付金償 18,410 1,065 19,475 1,065
還金

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

35積立金24 35  1 国民健康保険事業財政調整基金積立金
　　　積立金 35

1,065償還金利子22 1,065  1 保険給付費等交付金償還金
及び割引料 　　　償還金 1,065

1,065　　　　保険給付費等交付金償還金

　　５款　基金積立金　　６款　諸支出金

- 9 -
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議第２７号 

 

令和６年度 見附市介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 

 令和６年度見附市の介護保険事業特別会計補正予算（第３号）は、次に定めると

ころによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１５２，０００千円を減額し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４，４８０，０００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年３月４日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 

 

 



(単位：千円)

3 1,041,372 △29,252 1,012,120

1 国庫負担金 735,633 △22,700 712,933

2 国庫補助金 305,739 △6,552 299,187

4 1,159,965 △35,640 1,124,325

1 支払基金交付金 1,159,965 △35,640 1,124,325

5 643,480 △20,200 623,280

1 県負担金 605,967 △20,200 585,767

6 20 100 120

1 財産運用収入 20 100 120

7 742,400 △67,008 675,392

1 一般会計繰入金 680,400 △5,008 675,392

2 基金繰入金 62,000 △62,000 0

4,632,000 △152,000 4,480,000

(単位：千円)

1 95,765 600 96,365

1 総務管理費 69,648 600 70,248

2 4,128,400 △194,000 3,934,400

1 介護サービス等諸費 3,734,150 △168,400 3,565,750

2 介護予防サービス等諸費 157,430 △1,500 155,930

4 高額介護サービス等費 82,400 △3,000 79,400

5 高額医療合算介護サービス等費 11,300 2,100 13,400

6 特定入所者介護サービス等費 140,120 △23,200 116,920

4 20 41,400 41,420

1 基金積立金 20 41,400 41,420

4,632,000 △152,000 4,480,000

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入

繰入金

歳　　入　　合　　計

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

総務費

保険給付費

基金積立金

歳　　出　　合　　計

- 2 -



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

3 国庫支出金 1,041,372 △29,252 1,012,120

4 支払基金交付金 1,159,965 △35,640 1,124,325

5 県支出金 643,480 △20,200 623,280

6 財産収入 20 100 120

7 繰入金 742,400 △67,008 675,392

4,632,000 △152,000 4,480,000歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

1 総務費 95,765 600 96,365

2 保険給付費 4,128,400 △194,000 3,934,400

4 基金積立金 20 41,400 41,420

4,632,000 △152,000 4,480,000歳　　出　　合　　計

- 4 -

款 計補正前の額 補　正　額



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

300 300 0

△49,752 △114,140 △30,108

11,292 30,108

△49,452 0 △102,548 0

- 5 -

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源



２　歳　入

（介護保険事業特別会計）

- 6 -

△ 62,000 0

2

1 介護給付費準備基金繰入金 62,000

基金繰入金 62,000 △ 62,000 0

5 その他一般会計繰入金 95,590 300 95,890

生活支援総合事業）
2 地域支援事業繰入金（介護予防・日常 21,726 11,192 32,918

1 介護給付費繰入金 516,000 △ 16,500 499,500

一般会計繰入金 680,400 △ 5,008 675,3921

7 繰入金 742,400 △ 67,008 675,392

1 基金運用収入 20 100 120

財産運用収入 20 100 1201

6 財産収入 20 100 120

1 介護給付費負担金 605,967 △ 20,200 585,767

県負担金 605,967 △ 20,200 585,7671

5 県支出金 643,480 △ 20,200 623,280

1 介護給付費交付金 1,114,560 △ 35,640 1,078,920

支払基金交付金 1,159,965 △ 35,640 1,124,3251

4 支払基金交付金 1,159,965 △ 35,640 1,124,325

3756 介護保険事業費補助金 75 300

△ 6,852 207,391

2

1 調整交付金 214,243

国庫補助金 305,739 △ 6,552 299,187

1 介護給付費負担金 735,633 △ 22,700 712,933

国庫負担金 735,633 △ 22,700 712,9331

3 国庫支出金

（款）　　３　国庫支出金
（項）　　１　国庫負担金

1,041,372 △ 29,252 1,012,120

補　正　額 計補正前の額款　　　項　　　目



区　　分 金　　額

    備基金繰入金

- 7 -

　　３款　国庫支出金　　４款　支払基金交付金　　５款　県支出金　　６款　財産収入　　７款　繰入金

  1 介護給付費準 △ 62,000   1 介護給付費準備基金繰入金 △ 62,000

    繰入金
  1 職員給与費等 300   1 職員給与費等繰入金 300

    合事業繰入金
    常生活支援総
  1 介護予防・日 11,192   1 介護予防・日常生活支援事業繰入金 11,192

    入金
△ 16,500   1 介護給付費繰入金 △ 16,500  1 介護給付費繰

    金
100   1 介護給付費準備基金利子 100  1 利子及び配当

    担金
△ 20,200   1 介護給付費負担金 △ 20,200  1 介護給付費負

    付金
△ 35,640   1 介護給付費交付金 △ 35,640  1 介護給付費交

    費補助金
  1 介護保険事業 300   1 介護保険事業費補助金 300

  1 調整交付金 △ 6,852   1 調整交付金 △ 6,852

    担金
△ 22,700   1 介護給付費負担金 △ 22,700  1 介護給付費負

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

（介護保険事業特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　１　総務費
（項）　　１　総務管理費

1 総務費 95,765 600600 96,365

1 総務管理費 69,648 600 70,248 600

1 一般管理費 69,643 600 70,243
国庫支出金

300
その他

300

2 保険給付費 4,128,400 △ 163,892 △ 30,108△ 194,000 3,934,400

1 介護サービス等諸費 3,734,150 △ 168,400 3,565,750 △ 144,131 △ 24,269

1 居宅介護サービス給付 1,198,000 △ 66,200 1,131,800 △ 958
費 国庫支出金

△ 1,358
県支出金

△ 225
その他

△ 63,659

3 地域密着型介護サービ 851,200 △ 31,000 820,200 △ 7,071
ス給付費 国庫支出金

△ 7,809
県支出金

△ 3,875
その他

△ 12,245

5 施設介護サービス給付 1,526,600 △ 65,000 1,461,600 △ 14,826
費 国庫支出金

△ 13,124
県支出金

△ 11,375
その他

△ 25,675

7 居宅介護福祉用具購入 4,600 △ 1,000 3,600 △ 228
費 国庫支出金

△ 252
県支出金

△ 125
その他

△ 395

9 居宅介護サービス計画 147,900 △ 5,200 142,700 △ 1,186
給付費 国庫支出金

△ 1,310
県支出金

△ 650
その他

△ 2,054

2 介護予防サービス等諸 157,430 △ 1,500 155,930 △ 1,159 △ 341
費

- 8 -



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

600委託料12 600  1 総務管理一般経費
　　　委託料 600

600　　　　介護保険システム改修委託料

△ 66,200負担金補助18 △ 66,200  1 居宅介護サービス給付費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 66,200

△ 66,200　　　　介護給付費負担金

△ 31,000負担金補助18 △ 31,000  1 地域密着型介護サービス給付費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 31,000

△ 31,000　　　　介護給付費負担金

△ 65,000負担金補助18 △ 65,000  1 施設介護サービス給付費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 65,000

△ 65,000　　　　介護給付費負担金

△ 1,000負担金補助18 △ 1,000  1 居宅介護福祉用具購入費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 1,000

△ 1,000　　　　介護給付費負担金

△ 5,200負担金補助18 △ 5,200  1 居宅介護サービス計画給付費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 5,200

△ 5,200　　　　介護給付費負担金

　　１款　総務費　　２款　保険給付費

- 9 -



特定財源 一般財源

（介護保険事業特別会計）

△ 9,085
その他

△ 3,825
県支出金

△ 4,844
国庫支出金

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　２　保険給付費
（項）　　２　介護予防サービス等諸費

3 地域密着型介護予防サ 8,100 △ 500 7,600 △ 113
ービス給付費 国庫支出金

△ 126
県支出金

△ 63
その他

△ 198

7 介護予防サービス計画 29,700 △ 1,000 28,700 △ 228
給付費 国庫支出金

△ 252
県支出金

△ 125
その他

△ 395

4 高額介護サービス等費 82,400 △ 3,000 79,400 △ 2,316 △ 684

1 高額介護サービス費 82,160 △ 3,000 79,160 △ 684
国庫支出金

△ 756
県支出金

△ 375
その他

△ 1,185

5 高額医療合算介護サー 11,300 2,100 13,400 1,622 478
ビス等費

1 高額医療合算介護サー 11,140 2,000 13,140 456
ビス費 国庫支出金

504
県支出金

250
その他

790

2 高額医療合算介護予防 160 100 260 22
サービス費 国庫支出金

25
県支出金

13
その他

40

6 特定入所者介護サービ 140,120 △ 23,200 116,920 △ 17,908 △ 5,292
ス等費

1 特定入所者介護サービ 139,000 △ 23,000 116,000 △ 5,246
ス費

- 10 -



金　　額

　　　　介護給付費負担金 △ 23,000

区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

△ 500負担金補助18 △ 500  1 地域密着型介護予防サービス給付費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 500

△ 500　　　　介護給付費負担金

△ 1,000負担金補助18 △ 1,000  1 介護予防サービス計画給付費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 1,000

△ 1,000　　　　介護給付費負担金

△ 3,000負担金補助18 △ 3,000  1 高額介護サービス費
及び交付金 　　　負担金 △ 3,000

△ 3,000　　　　高額介護サービス費負担金

2,000負担金補助18 2,000  1 高額医療合算介護サービス費
及び交付金 　　　負担金 2,000

2,000　　　　高額医療合算介護サービス費負担金

100負担金補助18 100  1 高額医療合算介護予防サービス費
及び交付金 　　　負担金 100

100　　　　高額医療合算介護予防サービス費負担金

△ 23,000負担金補助18 △ 23,000  1 特定入所者介護サービス費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 23,000

　　２款　保険給付費

- 11 -



特定財源 一般財源

　　

（介護保険事業特別会計）

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳

（款）　　２　保険給付費
（項）　　６　特定入所者介護サービス等費

3 特定入所者介護予防サ 1,100 △ 200 900 △ 46
ービス費 国庫支出金

△ 50
県支出金

△ 25
その他

△ 79

4 基金積立金 20 11,292 30,10841,400 41,420

1 基金積立金 20 41,400 41,420 11,292 30,108

1 介護給付費準備基金積 20 41,400 41,420 30,108
立金 その他

- 12 -

11,292



金　　額区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明

（単位：千円）

節

△ 200負担金補助18 △ 200  1 特定入所者介護予防サービス費保険者負担費
及び交付金 　　　負担金 △ 200

△ 200　　　　介護給付費負担金

41,400積立金24 41,400  1 介護給付費準備基金積立金
　　　積立金 41,400

　　２款　保険給付費　　４款　基金積立金

- 13 -
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議第２８号 

 

令和６年度 見附市宅地造成事業特別会計補正予算（第２号） 

 

 令和６年度見附市の見附市宅地造成事業特別会計補正予算（第２号）は、

次に定めるところによる。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ６，１００千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８９，２００千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正

後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和７年３月４日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 



(単位：千円)

3 0 6,100 6,100

1 一般会計繰入金 0 6,100 6,100

83,100 6,100 89,200

(単位：千円)

3 54,700 6,100 60,800

1 繰出金 54,700 6,100 60,800

83,100 6,100 89,200

諸支出金

歳　　出　　合　　計

繰入金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

歳　　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計項 補正前の額 補　正　額



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

3 繰入金 0 6,100 6,100

83,100 6,100 89,200歳　　入　　合　　計

- 3 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

3 諸支出金 54,700 6,100 60,800

83,100 6,100 89,200歳　　出　　合　　計

- 4 -

款 計補正前の額 補　正　額



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

6,100

0 0 0 6,100

- 5 -

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源



２　歳　入

（宅地造成事業特別会計）

（款）　３　繰入金
（項）　　１　一般会計繰入金

0 6,100 6,100

補　正　額 計

繰入金

補正前の額款　　　項　　　目

一般会計繰入金 0 6,100 6,1001

3

1 一般会計繰入金 0 6,100 6,100

- 6 -



区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　　明

節

（単位：千円）

  1 一般会計繰入 6,100   1 一般会計繰入金 6,100
    金

- 7 -

　３款　繰入金



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

（宅地造成事業特別会計）

- 8 -

6,100

60,800 6,100

1 一般会計繰出金 54,700 6,100 60,800

6,1006,100 60,800

1 繰出金 54,700 6,100

（款）　　３　諸支出金
（項）　　１　繰出金

3 諸支出金 54,700

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳



金　　額

　　３款　諸支出金

- 9 -

　　　繰出金 6,100
6,100繰出金27 6,100  1 一般会計繰出金

（単位：千円）

節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明



 

 

 



－1－ 

議第２９号 

 

令和６年度  見附市下水道事業会計補正予算（第３号） 

 

（総 則） 

第１条 令和６年度見附市下水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるとこ

ろによる。 

 

（収益的収入及び支出の補正） 

第２条 令和６年度見附市下水道事業会計予算第３条に定めた収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

 （科   目） （既決予定額） （補正予定額） （計） 

収    入 

第１款 下水道事業収益 2,064,000千円 9,000千円 2,073,000千円 

第２項 営業外収益 1,083,366千円 9,000千円 1,092,366千円 

 

支    出 

第１款 下水道事業費用 2,009,100千円  9,000千円 2,018,100千円 

第１項 営 業 費 用 1,863,418千円  9,000千円 1,872,418千円 

 

 

  令和７年３月４日提出        

 

    新潟県見附市長  稲 田  亮 



令和６年度　見附市下水道事業会計補正予算実施計画

収益的収入及び支出

　収　　入

既決予定額 補正予定額 計

① 2,064,000 9,000 2,073,000 

２ 営 業 外 収 益 1,083,366 9,000 1,092,366 

２ 補 助 金 21,000 9,000 30,000 

　支　　出

既決予定額 補正予定額 計

① 2,009,100 9,000 2,018,100 

１ 営 業 費 用 1,863,418 9,000 1,872,418 

９ 総 係 費 128,572 9,000 137,572 

款　　項 目

下 水 道 事 業 収 益

下 水 道 事 業 費 用

款　　項 目

－2－



（単位　千円）

金　　額

１ 国 庫 補 助 金 9,000 

（単位　千円）

金　　額

19 委 託 料 9,000 

節

上下水道一体効率化・基盤強化推進事業費補助金

説　　　　　　　　　明

ウォーターPPP導入可能性調査業務委託料

節 説　　　　　　　　　明

－3－



千円

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 37,255

減価償却費 1,140,477

固定資産除却費 4,700

引当金の増減額　（△は減少） △ 161

長期前受金戻入額  △ 597,571

支払利息 137,898

未収金の増減額　（△は増加） 35,888

未払金の増減額　（△は減少） △ 35,441

　　　小　　　計 723,045

利息の支払額 △ 137,898

業務活動によるキャッシュ・フロー 585,147

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 428,714

国庫補助金による収入 167,216

工事負担金収入 1

他会計からの負担金収入 90,166

受益者負担金分担金による収入 63,931

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 107,400

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるため
の企業債による収入

300,500

建設改良費等の財源に充てるため
の企業債の償還による支出

△ 824,543

その他の企業債による収入 269,126

その他の企業債の償還による支出 △ 188,050

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 442,967

資金増加額 34,780

資金期首残高 751,105

資金期末残高 785,885

令和６年度　見附市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

－4－



よる。

（科　　　目）

　第１款 病院事業収益 2,450,000 千円 45,000 千円 2,495,000 千円

379,246 千円 45,000 千円 424,246 千円

　第１款 病院事業費用 2,603,000 千円 200 千円 2,603,200 千円

第３項　特別損失 200 千円 200 千円 400 千円

（他会計からの補助金の補正）

令和７年３月４日提出

　

た収益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

議第３０号

令和６年度見附市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定め

（既決予定額） （補正予定額）

収　　　　　　　　入

第２項　医業外収益

令和６年度  見附市病院事業会計補正予算（第３号）

支　　　　　　　　出

第２条

（総 則）

（収益的収入及び支出の補正）

新潟県見附市長　　稲　田　　亮

令和６年度見附市病院事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに第１条

　　　（計）

第３条 予算第９条中、「22,000千円」を「60,000千円」に改める。

－1－



収益的収入及び支出

収　　　入

既決予定額 補正予定額 計

① 2,450,000 45,000 2,495,000 

２ 医 業 外 収 益 379,246 45,000 424,246 

１ 補 助 金 22,089 38,000 60,089 

２ 負 担 金 交 付 金 250,706 7,000 257,706 

支　　　出

目 既決予定額 補正予定額 計

① 2,603,000 200 2,603,200

３ 特 別 損 失 200 200 400

２ 過 年 度 損 益
修 正 損

100 200 300

令和６年度　見附市病院事業会計補正予算実施計画

病 院 事 業 費 用

款　　項

款　　項 目

病 院 事 業 収 益

－2－



（単位　千円）

金　額

１ 他 会 計 補 助 金 38,000 一般会計補助金

１ 他 会 計 負 担 金 7,000

（単位　千円）

節 金額

１ 過 年 度 損 益
修 正 損

200

一般会計負担金

過年度分職員給与費

説　　　　　　　　　明

節 説　　　　　　　　　明

－3－



千円

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 △ 97,405

　　　減価償却費 193,233

　　　固定資産除却費 2,100

　　　災害による損失 100

　　　引当金の増減額（△は減少） 53,768

　　　長期前受金戻入額 △ 93,404

　　　支払利息 9,902

　　　未収金の増減額（△は増加） 2,575

　　　未払金の増減額（△は減少） 2,420

　　　たな卸資産の増減額（△は増加） △ 3,940

　　　　　小　   計 69,349

　　　利息の支払額 △ 9,902

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 59,447

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　有形固定資産の取得による支出 △ 98,043

　　　補助金による収入 0

　　　他会計からの負担金収入 24,500

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 73,543

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　建設改良費等の財源に充てるための
　　　企業債による収入

85,900

　　　建設改良費等の財源に充てるための
　　　企業債の償還による支出

△ 115,526

　　　リース債務による支出 3,030

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 26,596

　　　　　資金増加額（又は減少額） △ 40,692

　　　　　資金期首残高 140,930

　　　　　資金期末残高 100,238

令和６年度　見附市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書　

（令和６年４月1日から令和７年３月３１日）

－4－



議第３１号 

 

工事請負契約の変更について  

 

次のとおり工事請負変更契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例（昭和３９年見附市条例第２６号）第２条の規定に

より議会の議決を求める。 

 

  令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田 亮 

 

工 事 名 
変  更 

契約金額 

変 更 前 

契約金額 
契約の相手方 内  容 

 

建工第２号 

見附小学校 部

位 改修  工事

（建築） 

円 

235,809,200 

 

 

円 

245,300,000 

 

 

 

見附市名木野

町 2870 番地 2 

 

株式会社笹原

建設 

 

屋根改修 一式 

外装改修 一式 他 

 

 

 

 

 



 

 

 



議第３２号 

 

工事請負契約の変更について  

 

次のとおり工事請負変更契約を締結したいので、地方自治法（昭和２２年法

律第６７号）第９６条第１項第５号及び議会の議決に付すべき契約及び財産の

取得又は処分に関する条例（昭和３９年見附市条例第２６号）第２条の規定に

より議会の議決を求める。 

 

  令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田 亮 

 

工 事 名 
変  更 

契約金額 

変 更 前 

契約金額 
契約の相手方 内  容 

 

建工第１５号 

名木野小学校 

長寿命化改良 

工 事 （ 校 舎 棟 

建築） 

円 

970,349,086 

 

 

円 

951,500,000 

 

 

 

見附市名木野

町 2870 番地 2 

 

株式会社笹原

建設 

 

直接仮設工事 一式 

防水改修工事 一式 

外壁改修工事 一式 

建具改修工事 一式 

内装改修工事 一式 

塗装改修工事 一式 

内部ユニットその他工事 

一式 他 

 

 

 

 

 

 



 

 

 



議第３３号 

 

長岡市との間における定住自立圏形成に関する協定の一部変更について 

 

見附市及び長岡市との間において平成２１年１２月２１日に締結した定住自立

圏形成に関する協定の一部を別紙のとおり変更するため、見附市定住自立圏の形

成に係る議会の議決に関する条例（平成２１年見附市条例第２１号）の規定によ

り、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年３月４日提出 

 

見附市長  稲 田  亮     



 

 

 



   

 

定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定書 

 

 平成21年12月21日付けで長岡市（以下「甲」という。）と見附市（以下「乙」と

いう。）との間で締結した定住自立圏形成に関する協定の一部を変更する協定を次

のとおり締結する。 

第３条第１号イ(ｲ)を次のように改める。 

 (ｲ)  圏域内大学への支援  

ａ 取組の内容 

      (a) 地元進学に向け、大学と連携して圏域の高校生に対して、情報 

提供を行う。 

(b) 圏域内に設立される大学の整備に対して、必要な財政的支援を

行う。 

ｂ 甲の役割 

(a) 地域在住の高校生に対する情報提供を行う。 

(b) 大学の圏域内設置及び既存の大学の新学部開設に対する情報収

集を行う。 

(c) 大学に対する必要な財政的支援を行う。 

ｃ 乙の役割 

(a) 地域在住の高校生に対する情報提供を行う。 

(b) 大学に対する必要な財政的支援を行う。 

第３条第１号オを次のように改める。 

 (ｱ) 消防救急体制の強化 

 ａ 取組の内容 

甲乙の隣接する区域における消防出動については、相互応援体制

を構築し、到着時間の短縮及び効率的な部隊運用により初動体制の

強化を図る。 

 ｂ 甲の役割 

甲は、隣接する乙の区域で火災等が発生した場合、応援出動をす

る。 

 ｃ 乙の役割 

乙は、隣接する甲の区域で火災等が発生した場合、応援出動をす

る。 

 (ｲ)  市民防災力の充実・強化  

ａ 取組の内容 

（別紙） 



   

 

        中越大震災等の経験を踏まえ、災害時に的確な判断及び行動が 

できる防災リーダーを育成するため、中越市民防災安全大学（以 

下「防災安全大学」という。）への入校を推奨する。 

ｂ 甲の役割 

防災安全大学を主催する公益社団法人中越防災安全推進機構と

連携し、防災安全大学のカリキュラムを充実させ、学びやすい環境

づくりを行い、受講者の確保につなげる。 

ｃ 乙の役割 

乙の住民に対して防災安全大学への入校を呼びかける。 

第３条第２号イ(ｱ)を次のように改める。 

 (ｱ) 快適な情報基盤の整備（ケーブルテレビのサービスエリア拡大） 

ａ 取組の内容 

防災情報を含む多チャンネル・コミュニティ放送及び高速インター

ネット通信を一体的に提供できるケーブルテレビのサービスエリア拡

大を支援する。 

ｂ 甲の役割 

乙と連携し、ケーブルテレビのサービスエリア維持のため、必要に 

応じた協力を行う。 

ｃ 乙の役割 

甲と連携し、ケーブルテレビのサービスエリア維持のため、必要に

応じた協力を行う。 

第３条第３号を次のように改める。 

  (3) 圏域マネジメント能力の強化に係る政策分野 

 人材の育成 

 ア 職員の人材育成 

(ｱ) 取組の内容 

職員の資質向上及び政策形成能力の向上を図るため、圏域合同での

研修、外部専門家による専門的な研修を実施する。 

(ｲ) 甲の役割 

乙と共同で実施することが効果的な研修を企画し、運営するととも

に、外部から専門家を招へいする。 

(ｳ) 乙の役割 

甲の研修に職員を派遣するとともに、甲との協議の上、必要な経費

を負担する。 



   

 

 イ スポーツ指導者養成 

(ｱ) 取組の内容 

誰もが分け隔てなくスポーツに親しむことができる環境づくりを目

指し、スポーツ指導者を養成及び活用する。 

(ｲ) 甲の役割 

圏域内の各種スポーツ指導者の養成に役立つ人材情報を収集し、講

習会等の企画・運営を乙と共同で行うとともに、講習会等の全体調整

を主導する。 

(ｳ) 乙の役割 

圏域内の各種スポーツ指導者の養成に役立つ人材情報の収集に協力

するとともに、講習会等の企画・運営を甲と共同で行う。 

ウ 地域おこし協力隊の合同研修 

(ｱ) 取組の内容 

地域おこし協力隊の実効的な活動やキャリア形成を実現するため、

圏域合同での研修を実施する。 

(ｲ) 甲の役割 

乙と合同で実施することが効果的な研修を企画し、運営するととも

に、外部から専門家を招へいする。 

(ｳ) 乙の役割 

甲の研修に協力隊を派遣するとともに、甲との協議の上、必要な経

費を負担する。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各１通

を保有するものとする。 

 

  令和 年 月 日 

 

            甲  長  岡  市 

               長 岡 市 長 

 

            乙  見 附 市 

               見 附 市 長 



 

 

 



議第３４号 

 

公共施設の相互利用に関する協定の一部変更について 

 

長岡地域定住自立圏を構成する見附市、長岡市、小千谷市及び出雲崎町の間で

平成２２年３月２６日に締結した公共施設の相互利用に関する協定の一部を別紙

のとおり変更するため、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の３

第３項の規定に基づき、議会の議決を求める。 

 

 

令和７年３月４日提出 

 

見附市長  稲 田  亮     



 

 

 



 

公共施設の相互利用に関する協定の一部を変更する協定書 

 

平成22年３月26日付けで長岡市、小千谷市、見附市及び出雲崎町の間において

締結した公共施設の相互利用に関する協定の一部を変更する協定を次のとおり締

結し、令和７年４月１日から適用する。 

 

 別表運動施設の表長岡市の項中 
 

長岡市乙吉運動広場  長岡市乙吉町3483番地２   を削る。 

 

 

この協定の締結を証するため、本書４通を作成し、構成市町がそれぞれ記名押

印の上、各自１通を保有するものとする。 

 

   

 

令和 年 月 日 

 

 

長 岡 市 長    

 

 

小千谷市長    

 

 

見 附 市 長    

 

 

出雲崎町長    

（別紙） 

「 」  



 

 

 



議第３５号 

 

見附市道路線の廃止及び認定について 

 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１０条第３項及び第８条第２項の規

定により、別紙の見附市道路線の廃止及び認定について、議会の議決を求める。 

 

 

 

令和７年３月４日提出 

見附市長  稲 田  亮 



（別　紙）

廃止路線 　２路線

路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（ｍ）

2027 山崎２号線 見附市山崎町字古畑１８１－１ 見附市山崎町字屋敷２２６ 154.8

4020 小栗山５号線 見附市小栗山町字林割１５４０－１ 見附市小栗山町字下村１７６５ 277.5

認定路線 　６路線

路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（ｍ）

2027 山崎２号線 見附市山崎町字古畑１８１－１ 見附市山崎町字屋敷２３８－１ 134.5

4020 小栗山５号線 見附市小栗山町字弥堀田１４９１－２ 見附市小栗山町字下村１７６５－２ 407.3

1564 本所２の１８号線 見附市本所２丁目４４９－１０ 見附市本所２丁目４４９－１８ 62.3

1565 本所２の１９号線 見附市本所２丁目４３７－２ 見附市本所２丁目４４９－１８ 88.3

1566 本町１の８号線 見附市本町１丁目１７６－３ 見附市本町１丁目１７６－７ 58.2

1567 本町１の９号線 見附市本町１丁目１７６－８ 見附市本町１丁目１７６－１０ 56.0



１．廃止路線

番号 路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（ｍ）

① 2027 山崎２号線 見附市山崎町字古畑１８１－１ 見附市山崎町字屋敷２２６ 154.8

② 4020 小栗山５号線 見附市小栗山町字林割１５４０－１ 見附市小栗山町字下村１７６５ 277.5

２．認定路線

番号 路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（ｍ）

【１】 2027 山崎２号線 見附市山崎町字古畑１８１－１ 見附市山崎町字屋敷２３８－１ 134.5

【２】 4020 小栗山５号線 見附市小栗山町字弥堀田１４９１－２ 見附市小栗山町字下村１７６５－２ 407.3

番号 路線番号 路線名 起点地番 終点地番 延長（ｍ）

【３】 1564 本所２の１８号線 見附市本所２丁目４４９－１０ 見附市本所２丁目４４９－１８ 62.3

【４】 1565 本所２の１９号線 見附市本所２丁目４３７－２ 見附市本所２丁目４４９－１８ 88.3

【５】 1566 本町１の８号線 見附市本町１丁目１７６－３ 見附市本町１丁目１７６－７ 58.2

【６】 1567 本町１の９号線 見附市本町１丁目１７６－８ 見附市本町１丁目１７６－１０ 56.0

（２）開発行為により築造された道路で管理引き継ぎのために市道認定するもの

（１）所管換えにより市道路線を廃止するもの

（１）所管換えにより市道路線を認定するもの



市道認定路線図

① 2027 山崎２号線
【1】 2027 山崎２号線



市道認定路線図（位置図）

① 2027 山崎２号線

【1】 2027 山崎２号線



市道認定路線図

② 4020 小栗山５号線

【２】 4020 小栗山５号線



市道認定路線図（位置図）

ﾌｧｰﾑ小栗山

② 4020 小栗山５号線

【２】 4020 小栗山５号線



市道認定路線図

【３】 1564 本所２の１８号線

【４】 1565 本所２の１９号線



市道認定路線図（位置図）

見附駅

【３】 1564 本所２の１８号線

【４】 1565 本所２の１９号線



市道認定路線図

【５】 1566 本町１の８号線

【６】 1567 本町１の９号線



市道認定路線図（位置図）

主
要
地
方
道
見
附
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線

【５】 1566 本町１の８号線

【６】 1567 本町１の９号線
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議第３６号 

 

令和６年度 見附市一般会計補正予算（第１０号） 

 

 令和６年度見附市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところ

による。 

 

 （歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３０７，０００千円を追加

し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２０，８０６，０００千円と

する。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後

の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

  令和７年３月２１日提出 

新潟県見附市長  稲 田  亮 



(単位：千円)

17 515,817 200,000 715,817

1 寄附金 515,817 200,000 715,817

18 1,624,500 107,000 1,731,500

2 基金繰入金 1,563,700 107,000 1,670,700

20,499,000 307,000 20,806,000

(単位：千円)

2 3,583,352 300,000 3,883,352

1 総務管理費 3,227,148 300,000 3,527,148

4 1,757,694 4,600 1,762,294

1 保健衛生費 1,116,877 4,600 1,121,477

9 642,116 2,400 644,516

2 消防費災害救助支援費 0 2,400 2,400

20,499,000 307,000 20,806,000

総務費

衛生費

消防費

歳　　出　　合　　計

款 項 補正前の額 補　正　額 計

項 補正前の額 補　正　額

歳　　出

寄附金

繰入金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計



- 3 - 

第  ２  表  繰 越 明 許 費 補 正 

  
追 加 

款 項 事   業   名 金  額 

   千円 

４ 衛生費 １ 保健衛生費 空き家活用・対策事業 4,640 

合 計 4,640 

 



 

- 4 - 

 



１　総　　括

（歳　　入） (単位：千円)

17 寄附金 515,817 200,000 715,817

18 繰入金 1,624,500 107,000 1,731,500

20,499,000 307,000 20,806,000歳　　入　　合　　計

- 5 -

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計



（歳　　出）

2 総務費 3,583,352 300,000 3,883,352

4 衛生費 1,757,694 4,600 1,762,294

9 消防費 642,116 2,400 644,516

20,499,000 307,000 20,806,000歳　　出　　合　　計

- 6 -

款 計補正前の額 補　正　額



(単位：千円)

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

300,000

4,600

2,400

0 0 0 307,000

- 7 -

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源



２　歳　入

（一般会計）

- 8 -

1 財政調整基金繰入金 992,229 107,000 1,099,229

基金繰入金 1,563,700 107,000 1,670,7002

18 繰入金 1,624,500 107,000 1,731,500

1 一般寄附金 502,001 200,000 702,001

寄附金 515,817 200,000 715,8171

17 寄附金

（款）　１７　寄附金
（項）　　１　寄附金

515,817 200,000 715,817

補　正　額 計補正前の額款　　　項　　　目



区　　分 金　　額

    繰入金

- 9 -

　１７款　寄附金　１８款　繰入金

107,000   1 財政調整基金繰入金 107,000  1 財政調整基金

200,000   1 一般寄附金（ふるさと納税分） 200,000  1 一般寄附金

（単位：千円）

説　　　　　　　　　　　　　　　明
節



３　歳　出

特定財源 一般財源

　　

　　

　　

（一般会計）

- 10 -

2,400

2,400 2,400

1 消防費災害救助支援費 2,400 2,400

2,4002,400 644,516

2 消防費災害救助支援費 2,400

9 消防費 642,116

4,600

1,121,477 4,600

5 環境衛生費 17,925 4,600 22,525

4,6004,600 1,762,294

1 保健衛生費 1,116,877 4,600

4 衛生費 1,757,694

411,424 100,0005 企画費 311,424 100,000

200,000

3,527,148 300,000

3 財政会計管理費 808,231 200,000 1,008,231

300,000300,000 3,883,352

1 総務管理費 3,227,148 300,000

（款）　　２　総務費
（項）　　１　総務管理費

2 総務費 3,583,352

款　　項　　目 補正前の額 補正額 計
補正額の財源内訳



金　　額

　　２款　総務費　　４款　衛生費　　９款　消防費

- 11 -

20　　　　クリーニング代
　　　手数料 20

168　　　　備品修繕料
　　　修繕料 168
　　　食糧費 91
　　　燃料費 100

20役務費11 　　　消耗品費 11
210　　　　職員普通旅費
210370需用費10 　　　職員等旅費
600  2 救急救助活動事業

210旅費8
　　　職員手当 1,800

1,800職員手当等3 1,800  1 被災地救援救助活動事業

4,600　　　　特定空家等解体工事
　　　工事請負費 4,600

4,600工事請負費14 4,600  1 空き家活用・対策事業

　　　広告料 1,400
3,114　　　　返礼品配送管理システム使用料
14,000　　　　運搬料

764　　　　寄附情報管理システム料
21,622　　　　ふるさと納税申込みサイト使用料

　　　通信運搬費 39,500
40,900役務費11 59,100　　　　ふるさと納税お礼

　　　報償費 59,100
100,000  1 ふるさと見附応援寄附金事業59,100報償費7

　　　積立金 200,000
200,000積立金24 200,000  1 ふるさと応援基金

（単位：千円）

節

区　　分
説　　　　　　　　　　　　　　　明



（１）総　括

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(316)
298 509,665 1,148,565 1,043,215 2,701,445 487,213 3,188,658
(316)

298 509,665 1,148,565 1,041,415 2,699,645 487,213 3,186,858
(0)

0 0 0 1,800 1,800 0 1,800

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分
時間外
勤   務

千円

補 正 後 131,107

補 正 前 129,307

比 較 1,800

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(9)
298 0 1,148,565 950,819 2,099,384 378,706 2,478,090
(9)

298 0 1,148,565 949,019 2,097,584 378,706 2,476,290
(0)

0 0 0 1,800 1,800 0 1,800

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

区分
時間外
勤   務

千円

補 正 後 131,107

補 正 前 129,307

比 較 1,800

報　酬 給　料 職員手当 計
人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(307)
0 509,665 0 92,396 602,061 108,507 710,568

(307)

0 509,665 0 92,396 602,061 108,507 710,568
(0)
0 0 0 0 0 0 0

※（　）は短時間勤務職員について外書きしています

比　較

合　　計 備　　考

補正後

補正前

職員手当
の内訳

イ．会計年度任用職員

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費

備　　考

補正後

補正前

比　較

ア．会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費 合　　計

補正後

補正前

比　較

職員手当
の内訳

補正予算給与費明細書

1．一般職

区　　分 職員数
給　　　与　　　費

共済費 合　　計 備　　考
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額

千円 千円 千円

その他の
増減分

1,800職員手当 1,800
その他の
増減分

1,800

増減事由別内訳 説　　　明 備　　　　考
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